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令和６年度 総括研究報告書 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 

引継ぎ体制の整備に資する研究 

 

研究代表者 種田憲一郎 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

（背景）令和６年度から適用が開始された医師の働き方改革では、質・安全が確保された医

療を持続可能な形で患者に提供することを目標として、医師に対する時間外労働の制限等が

課された。入院患者への対応が、主治医・担当医以外の医療職への引継ぎを介して委譲され

ることが想定され、情報伝達エラーが発生しやすい患者安全上のハイリスク場面である。 

（目的）そこで本研究は、入院患者に関する質の高い勤務時間帯間の引継ぎ体制を整備・均

てん化し、情報伝達エラー等の有害事象を防止し、患者ケアの責任移譲を伴う診療の継続性

を維持することを目標として、①医師による引継ぎの現状把握、②望ましい引継ぎ体制の立

案、③望ましい引継ぎ体制の実装のための方略の検討を行うことを目的とする。 

（方法）全国的なアンケート調査によって病院の当直体制および引継ぎ体制の整備状況を把

握し、病床規模や医療安全対策加算の取得有無との関係を明らかにした。また臨床上 24 時

間の患者対応が必要な診療科（循環器、脳神経外科、小児科、産科、総合医など）の取組み

等について、ヒアリング等を実施し、検討に資する情報を収集した。 

（結果・考察）全国の医療施設を対象にしたアンケート調査では、145 施設（有効回答率 5.6%）

から回答を得た。当直時の引継ぎ体制に関する 8 項目（引継ぎ体制患者、引継ぎ方法、患者

情報の記載場所、引継ぎ項目、当直医の業務範囲、バックアップ体制、終了時の引継ぎ、当

直帯の新規入院患者引継ぎ）の整備状況については、全体的に整備が不十分であった。医療

安全対策加算を取得している施設で、引継ぎ体制の整備率が高い傾向が見られた。24 時間

対応の診療科などのヒアリング等から、医師間の引継ぎは広く実施されていたが、標準化が

十分でなかった。また一部の診療科・医療機関では ICT 活用やテンプレートによる効率化、

病院貸与スマートフォンから院外からでもアクセスが可能で、各医療機関の実情に応じて工

夫されていた。具体的な引継ぎ体制の実装のための方略を、通院患者の時間外受診に対応す

るためグループ当直制を導入した施設（大学医学部附属病院）において検討した。医師たち

から「病状の判断・対応への不安」「患者の受け入れや入院先に関する課題」などが指摘さ

れた。これらの調査結果から、引継ぎ体制は医療現場の工夫に依存しており、質のばらつき

が存在し、当直体制の適正化と同時に、引き継ぎ基準・方法の明確化と引継ぎ体制の標準化、

質的向上を図る必要性が示唆された。また ICT 活用と教育体制の整備は、働き方改革時代に

おける安全で持続可能な診療体制構築に寄与すると考えられるが、サイバーセキュリティ対

策や費用対効果などを勘案する必要がある。さらに継続的に改善するために引継ぎに関連し

た有害事象を把握する報告システムを推進すること、平時から適切な記録を行い、多職種で

チームとして協働し患者情報などが共有されていること、患者急変の予測や当直時に患者対

応が困った際にも相談できる仕組みづくり（NEWS、RRS など）も重要である。 



 

2 
 

研究分担者 

菊地龍明 公立大学法人横浜市立大学附属
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研究協力者 

岡田十三 社会医療法人 愛仁会千船病院

産婦人科・地域周産期母子医療センター主

任部長・センター長 

萩無里千史 相澤病院・医療安全推進室 

医療安全管理者・科長 

園田幸生 社会医療法人石川記念会 HITO

病院  消化器外科 副院長・部長 

出口等史 香川県立中央病院 医療安全管
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中田尚子 埼玉県立病院機構 埼玉県立小

児医療センター 副病院長・看護部長 

渡邊進  熊本機能病院／総合リハビリテーシ
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内藤喜樹 鹿児島市立病院 産婦人科及び

新生児内科 課長 

 

Ａ．研究目的 

（背景）令和６年度から適用が開始される医師

の働き方改革では、質・安全が確保された医

療を持続可能な形で患者に提供することを目

標として、医師に対する時間外労働の制限等

が課される。医師の労働時間短縮を進める方

策として、シフト制度・休日当番医制度・オンコ

ール体制等の導入等が検討されている。その

結果、従来は主治医・担当医の時間外労働に

より行われていた入院患者への対応が、主治

医・担当医以外の医療職（医師・病棟看護師

等）への引継ぎを介して委譲されることが想定

される。入院患者の勤務時間帯間の引継ぎは、

情報伝達エラーが発生しやすい患者安全上

のハイリスク場面であることが知られており、引

継ぎの教育プログラムの導入によりエラーや有

害事象の低減に成功した海外の先行事例が

あることも踏まえ、医師の働き方改革に伴う患

者安全上の負の側面を最小化し最大の効果

を得るため、効率的で質の高い引継ぎの体制

を全国の医療機関に整備・均てん化すること

が急務となっている。医療機関の安全文化調

査からも、それが示唆されている 

（目的）そこで本研究は、入院患者に関する質

の高い勤務時間帯間の引継ぎ体制を整備・均

てん化し、情報伝達エラー等の有害事象を防

止し、患者ケアの責任移譲を伴う診療の継続

性を維持することを目標として、①医師による

引継ぎの現状把握、②望ましい引継ぎ体制の

立案、③望ましい引継ぎ体制の実装のための

方略の検討を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

B-Ⅰ 様々な診療科・医療機関の現状把握 

引継ぎの現状把握のために、まずは研究班の

メンバーを中心に、様々な診療科や医療機関
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の取組みについて、個別に半構造化ヒアリン

グ（医師の働き方改革に伴う引継ぎの現状、工

夫や課題、引継ぎに関わるインシデント等の有

無、など）を実施した（合計で１６名）。診療科と

しては、とくに臨床上、切れ目のない 24 時間

の対応が必要なことが多い診療科、具体的に

は、循環器領域（２名）、脳神経外科（1名）、小

児科（2 名）、産科（２名）、総合診療科（1 名）な

どを含めた。また、特定機能病院（２名）、地域

の中核的な医療を担う医療機関（３名）、ICTを

活用する医療機関（2 名）、急性期回復期リハ

ビリテーションなどを担う医療機関（1 名）も含

めた。一部の診療科等については、他の分担

研究者が、さらにヒアリングやアンケート調査等

で、分析を深めた。 

 

B-Ⅱ  全国的なアンケート調査 

（参照：菊地分担報告） 

日本病院会会員病院（2573 会員（2025 年 1 月

現在の日病会員数））を対象に、Web にてアン

ケート調査を実施した。なお一般社団法人日

本病院会は､日本の病院の全ての経営主体が

参加する広範な会員組織であり、小規模から

大規模までの医療機関が含まれる。 

 期間：2025 年 2 月 7 日〜3 月 15 日 

 方法：Google Form による Web アンケー

ト設問内容： 

 病院の基本情報（病床数、機能区分、医

療安全対策加算の有無など） 

 医師の当直体制に関する構成（診療科

別の当直人数、勤務形態） 

 オンコール体制における呼出方法とその

担い手（医師・看護師・看護師長・事務職

など） 

 医師の働き方改革（2024 年 4 月の規制

導入）に伴う体制変更の有無と、その前

後比較（人数・体制） 

 日中勤務医師から当直医師への患者引

継ぎに関する整備状況（以下 7 項目につ

いて、「はい（全診療科対象）」「はい（一

部診療科対象）」「いいえ」で選択） 

 注意を要する患者の明確化 

 引継ぎ方法の明文化 

 診療情報の記載場所の規定 

 引継ぎ項目（治療方針・依頼事項など）

の定義 

 当直医の業務範囲の規定 

 バックアップ体制の有無と方法 

 当直終了時の引継ぎ（既入院患者・新

規入院患者）に関するルールの有無 

 分析：病床規模別および地域別のクロス

集計、カイ二乗検定、相関分析、標準化

残差分析を行った。 

 

B-Ⅲ  電子的な引継ぎツール 

（参照：西井分担報告） 

本研究班員へのヒアリングを通して、所属する

それぞれの施設での状況を収集した。また、

文献調査で国内の動向を把握した。施設の機

能と規模、設置母体などの背景を踏まえて、電

子的手段を用いた引き継ぎの理想的な形態を

検討した。 

 

B-Ⅳ 引継ぎ体制の実装（方略の検討） 

（参照：山口分担報告） 

１．対象施設と体制 

(1) 対象施設 

対象施設は、分担者が所属する大学医学部

附属病院で、特定機能病院である。 

(2)新しい当直体制 

対象施設では、働き方改革に対応するために

検討委員会を設置し、それまでの各科に当直
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医を置く体制からグループ当直制への移行を

目指し、まず「通院中患者」の時間外受診患者

を受け入れる仕組みを構築した。「通院中患

者」とは、1 年以内に再審予約のある患者と定

義した。なお、入院中の患者にも対応するため、

当分の間、各科当直も並行して継続することと

した。 

(3) 当直帯における引き継ぎ体制 

 当直帯は、夜間は 17 時、休日は 9 時から翌

朝 8 時 30 分までで、それぞれ４つの時間帯に

分けて、4 名の医師が交代で時間帯の主担当

(1st)となる。主担当の医師は必要に応じて 2nd

以下の医師と共に診療にあたり、研修医を指

導する。 

当直医 4 名は当直帯に入るときと朝、集合して

ミーティングを行う。同じ時間帯に電話や患者

対応が重なった場合は、次の順位の担当者が

引き受ける。たとえば 1st の時間帯に 2 人の患

者からほぼ同時に電話があったとすると、1 人

目は 1st が、2 人目は 2nd が対応する。また重

症で手が離せない等の場合も、順次、呼び出

し順位が下位の当番医が対応する。また、時

間帯当番が終了するまでに診療録を記載する

とともに、病院情報システム内に作られた「台

帳」ツールに自分が対応した患者の情報を入

力する。 

 

2. データの収集 

① 会議録のテキストデータ 

試行中のグループ当直体制の現状と課題およ

び改善を議論するオンライン会議録として収

録した音声のテキストデータを分析した。 

② アンケート調査のデータ 

対象施設で開催した通院中の時間外受診患

者受け入れ体制に関する研修会終了後、体

制改善を目的としたアンケート調査を実施した。 

3. データの分析 

①会議録のテキストデータ 

②アンケート調査のデータ 

 

B-Ⅴ 脳神経外科の取組み 

（参照：寺井分担報告） 

本研究の意義・方法について賛同した医療機

関（JCI 認定病院を含む）の医師または看護師

にヒアリングを行う。 

ヒアリングでの情報収集の項目は、１）病院全

体の医師の働き方改革の体制（Ａ水準、フレッ

クスタイム制、等）、２）脳神経外科の日当直体

制（人員構成など）、３）脳神経外科の勤務交

代時の医師間や医師と看護師等他職種との

引継ぎについて、４）脳神経外科の働き方改革

により引継ぎに関して変化したこと、工夫したこ

と、困っていること等、５）病院全体の引継ぎに

おける情報伝達エラー等の有害事象の収集

や分析、改善策について、６）望ましい引継ぎ

体制の立案、実施のための方略について、７）

その他（RRS 体制等）。 

 

B-Ⅵ 循環器領域の取組み 

（参照：水野分担報告） 

日本心臓病学会正会員（医師）を対象に、

Webアンケート調査を実施し、回答数は625件

（回答率 12.3%）であった。調査項目には、勤

務時間の変化、引継ぎの実施状況、情報共有

の満足度、ICT ツールの活用状況などを含め

た。 

また追加で 2025 年 3 月 3 日から 4 日までアン

ケート調査会社による循環器病患者パネルに

よる引継ぎ調査を実施した。特に引継ぎに関

しては医療者間の情報引継ぎ（医師が交代す

る、他院に紹介されるなど）に自ら参加するか

どうかについて 4 段階（強くそう思う～全くそう
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思わない）にて評価を行った。 

 

B-Ⅶ 病院総合診療科の取組み 

（参照：小坂分担報告） 

 対象施設：全国の病院総合診療科を有

する急性期病院 24 施設 

 調査方法：半構造化アンケート調査をメ

ールにて配布し、Web フォームで回収 

 主な項目： 

・ 夜間・休日の診療体制 

・ 引き継ぎ方法 

・ 引き継ぎフォーマット 

・ 「どのような患者を申し送るかという基準」の

有無 

・ 申し送りの記載をする手間を省く効率的な

方法(セット展開、AI 活用など) 

 

Ｃ．研究結果 

C-Ⅰ  様々な診療科・医療機関の現状把握  

ほとんどの診療科・医療機関において、医師

の働き方改革の有無にかかわらず、以前から

何らかの取組みをしていたが、明文化・標準化

されている医療機関は少なかった。一部の医

療機関において利用されているツールとして

は、既存の電子カルテの仕組みを活用して要

注意患者を共有したり、平時からのカンファレ

ンスにて全ての患者情報を共有したり、引継ぎ

の場面では SBAR や I-PASS したり、などがあ

った。また引継ぎに関わるインシデント等を明

確に把握できる医療機関はほとんどなかった。 

 

C-Ⅱ  全国的なアンケート調査 

（参照：菊地分担報告） 

有効回答と考えられる全国 145 医療施設を対

象とした（有効回答率 5.6%） 

 病床数と当直医人数 

病床数と当直医人数との相関係数は、当直医

合計人数、研修医当直、小児科当直、産科当

直の順に大きく、病床数に応じて当直医人数

が多くなり、小児科や産科など特殊診療科の

当直医を配置していた。それに対して、病床

数との相関がもっとも小さかったのは全科当直

で、病床数が少ない施設は役割別の当直医を

配置することが難しい状況を反映していた。 

 オンコール医師を呼び出す役割 

職種は当直医師、各部署看護師、看護師長、

事務当直の順に多く、病床規模による差はな

かった。 

 働き方改革に伴う当直体制の見直し 

2024 年 4 月に医師の時間外労働上限規制が

開始されたのを契機に当直体制を見直したと

回答した施設は 30 施設で、500 床以上の大規

模施設で高かった。 

当直医師の減少を診療科別にみると、外科系

当直 7 施設、研修医当直 5 施設、内科系当直

4 施設、その他 4 施設の順に多かった。また、

病床規模別にみると、当直医を減らした施設

は、小規模施設 1 施設、中規模施設 4 施設

（平均 2.5 名減）、大規模施設 5 施設（平均 6

名減）であった。最も当直医を削減した施設は

関東地方の大規模病院（特定機能病院）で、

全科当直を廃止して内科系当直、外科系当直

に集約化を図った結果、20 名減少となってい

た。 

 当直引継ぎに関する院内ルールの整備

（以下の 8 項目） 

１．当直医への引継ぎを必須とする患者に関

するルールの整備 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算

取得、当直医合計人数との間に関連を認めな

かった。 

２．当直開始時の引継ぎ方法に関するルール
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の整備 

回答の分布と病床規模、当直医合計人数との

間に関連を認めなかった。一方、医療安全管

理対策加算１または加算２を取得している施設

では全ての診療科でルールを整備している施

設が多く、加算を取得していない施設ではル

ールがない施設が多かった。 

３．患者情報の記載場所に関するルールの

整備 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算

取得、当直医合計人数との間に関連を認め

なかった。 

４．記載する引継ぎ項目に関するルールの 

整備 

回答の分布と病床規模、当直医合計人数と

の間に関連を認めなかった。一方、医療安全

管理対策加算を取得していない施設ではル

ールがない施設が多かった。 

５．当直医の業務範囲に関するルールの有

無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算

取得、当直医合計人数との間に関連を認め

なかった。 

６．当直医のバックアップ体制に関するル

ールの有無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算

取得、当直医合計人数との間に関連を認め

なかった。 

７．当直終了時の入院患者引継ぎに関する

ルールの有無 

回答の分布と当直医合計人数との間に関連

を認めなかった。病床規模が小規模な施設

では「はい（一部の診療科）」と回答した施

設が少なかった。医療安全管理対策加算を

取得していない施設ではルールがない施設

が多かった。 

８．当直帯の新規入院患者に関する引継ぎ

に関するルールの有無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算

取得、当直医合計人数との間に関連を認め

なかった。 

 

C-Ⅲ  電子的な引継ぎツール 

（参照：西井分担報告） 

日当直簿の記録や口頭での引き継ぎ以外に、

電子的な引き継ぎの手段を用いている施設

を対象とした。情報が収集できたのは、病床

数が 200 床以上の中規模・大規模病院のみ

であった。 

電子カルテの標準的機能として実装されて

いる掲示板や付箋機能など、汎用的機能の

活用に留まる施設が目立った。 

電子カルテとは直接接続しないインターネ

ット系の汎用的なチャットサービスを併用

する施設もあった。ケアミックスの中規模

病院である A 病院は先進的技術の導入に積

極的であり、サイバーセキュリティ対策と

個人情報保護に配慮した、電子カルテのオ

プション機能としてのチャットツールを導

入していた。さらに、病院が貸与するスマー

トフォンを用いて、院内のみならず帰宅後

の院外からでもアクセスが可能となってい

た。電子カルテの汎用機能の利用に加えて、

インターネット系の汎用的なチャットサービス

（医療用に特化されていないもの）を併用する

施設も存在した。その場合、使用するスマート

フォンは個人所有のものであった。 

 

C-Ⅳ  引継ぎ体制の実装（方略の検討） 

（参照：山口分担報告） 

1. 通院中救急患者のためのグループ当直体

制について議論した会議録の分析 
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 オンライン会議には、当直業務に携わってい

る 4 名の医師が参加した。 

(1) 現状の把握と課題の抽出 

当直業務の働き方や引き継ぎの現状と課題に

ついては、「病状の判断や対応への不安」（3

サブテーマ）、「患者の受け入れや入院先に関

する課題」（4 サブテーマ）、「体制に関する課

題」（4 サブテーマ）、「引き継ぎや申し送りに関

する課題」（5 サブテーマ）の 4 つのテーマが抽

出された。 

 

(2) 改善の方策 

 改善の方策として、「判断基準の整備と研修」

（4 サブテーマ）、「病院としての支援システム

や体制づくり」（3 サブテーマ）、「引き継ぎのツ

ールや方法の見直し」（2 サブテーマ）の三つ

のテーマが抽出された。 

 

2. アンケート調査の結果 

2025 年の 3 月に、通院中の時間外受診患者

に対応する当直体制の説明と、来院時、患者

の病態を判断する基準を解説する研修会を開

催した。研修会後にアンケート調査を依頼し以

下の経験が報告された：  

―通院救急チームの体制で困った経験 

―応援要請で困った経験 

―引き継ぎで困った経験 

 

C-Ⅴ  脳神経外科の取組み 

（参照：寺井分担報告） 

４医療機関（JCI 認定病院を含む）の医師また

は看護師が調査に参加し、情報収集を行った。

調査に参加した医療機関は大規模医療機関

で、病床数は 2 施設が 500 から 1000 床、2 施

設が 1000 床以上であった。設置主体は一般

病院（公益財団法人）が 2 施設、市立市民病

院が１施設、公立大学病院が1施設であった。 

 

１．Ａ医療機関 

一般病院（公益財団法人）、病床数 500～

1000 床 

 引継ぎに関するインシデント等の情報収

集は行われていなかった 

 望ましい引継ぎ体制の立案、実施のため

の方略について： 

 回診方式による引継ぎと記録 

 Google Chat を使用した情報共有 

 その他 

 RRS（Rapid Response System）体制があり、

急性疾患予後予測スコアである NEWS

（National Early Warning Score）も活用さ

れているが、引継ぎとの関連はない（他の

医療機関では、引継ぎの際にも活用され

ている例がある） 

 

２．Ｂ医療機関 

市立市民病院、病床数 1000 床以上 

 引継ぎに関するインシデント等の情報収

集は体系的には行われていなかったが、

引継ぎに関連した事例があり、急変となっ

た患者が、ＤＮＡＲかどうかの記載が無く

対応に困った。 

 望ましい引継ぎ体制の立案、実施のため

の方略について 

 患者の急変の予兆や高リスク状態（術後、

内視鏡下止血後、等）の患者リストを引継

ぐ仕組み 

 病院全体の「引継ぎ」や引継ぎの記録に

関するルール・取り決め事項の院内整備 

 その他：日中にＮＥＷＳが高くて伝達され

ていても、記録されていないため次の勤

務帯には引き継がれない 
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３．Ｃ医療機関 

公立大学病院、病床数 500～1000 床 

 病院全体の引継ぎにおける情報伝達エ

ラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

 ンシデントレポート全件から医療安全管

理部門で「引継ぎ」・「申し送り」に関する

レポートを分類・抽出している 

 直近データでは「引継ぎ」の用語で検索

されるインシデントは０件、「申し送り」に

関する医師のインシデントは０件だった

（看護師がレポートしている）。 

 これまでの「引継ぎ」・「申し送り」に関する

インシデント・アクシデントは下記に分類

されている 

 （申し送りが構造化されていないため十

分な情報がなく次のシフトでエラー発生、

前の勤務者が間違った情報を申し送った

ため医師が指示を間違ったエラー、正し

く申し送りされていたので間違いが発見

できたインシデント） 

 望ましい引継ぎ体制の立案、実施のため

の方略について：特に無い 

 

４．Ｄ医療機関 

一般病院（公益財団法人）、病床数 1000 床以

上、国際的医療機能評価機関（JCI）の認定

（JCI 認証）を 2016 年から取得している。 

 病院全体の引継ぎにおける情報伝達エ

ラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

・JCI 認定病院として、引継ぎに関連したインシ

デント・アクシデントに関する取り組み 

・引継ぎに関連したエラー発生件数をモニタリ

ングしていて過去３年の件数は、２０２１年度：１

２５件、２０２２年度：９９件、２０２３年度：１５４件、

２０２４年度４～１２月：２１２件と増加傾向である 

・医療安全管理部門にとっても、どの事例を

「引継ぎに関連した事例」とするのかが難しく、

医療安全管理部門の関わりは重要である 

 望ましい引継ぎ体制の立案、実施のため

の方略について 

・JCI 認定病院として下記の取り組みを実施し

ている 

引継ぎに関する院内規定の整備。引継ぎの実

際に関するモニタリングとしてテンプレート使

用率のモニタリングを実施。 

引継ぎ関連インシデント・アクシデント事例の

集計・分析から対策立案を行いＰＤＣＡサイク

ルをまわす取り組み。 

引継ぎの場面に関わらず、ふだんからチーム

としての協働を推進する基盤となるエビデンス

に基づいたチーム・トレーニング（チーム

STEPPS）を医師を含む全職員に対して実施し

ている。 

 

C-Ⅵ  循環器領域の取組み 

（参照：水野分担報告） 

医師間の引継ぎは多くの施設で日常的に実

施されており、そのうち約 20%の医師が情報の

不足を実感していた。一方で、引継ぎの重要

度については他の課題と比べて優先順位が

低いと感じている医師も多く、現場の認識には

差が見られた。また、引継ぎ支援ツール（I-

PASS 等）の使用は限定的であり、導入や定着

には至っていないケースが大半であった（他の

診療科では活用事例がある）。 

また循環器病患者パネルからの結果では、医

療者間の情報引継ぎ（医師が交代する、他院

に紹介されるなど）に⾃ら参加するという患者

は 341(67.9%)であった。 
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C-Ⅶ  病院総合診療科の取組み 

 （参照：小坂分担報告） 

 回答施設数：20 施設 

 夜間・休日の診療体制： 

 完全主治医制:0 施設、当直医対応制（診

療科が異なるチームの医師が当直で対

応する）：16 施設(66%)、チーム対応制（チ

ームの誰かが当直やオンコールに必ず

いる）：8 施設(33%) 

 引き継ぎ方法（口頭・カルテ・Microsoft 

Teams/Line/Slack など）:口頭(2 施設)、カ

ルテ記載（20 施設）、Microsoft Teams(6

施 設 )/Line(8 施 設 )/Slack(4 施

設 )/FileMaker(2 施 設 )/Join(1 施

設)/Elgana(1 施設)、申し送りを行なって

いない(2 施設) 

 引き継ぎフォーマットの有無（I-PASS、

SAFER-signout、など）：I-PASS(8 施設)、

独自のフォーム(2 施設)、決まったフォー

ムなし(12 施設) 

 「どのような患者を申し送るかという基準」

の有無：重症だと考えられる患者(4 施設)、

対応を要すると考えられる患者(8 施設)、

明確な決まりはない(12 施設) 

 申し送りの記載をする手間を省く効率的

な方法(セット展開、AI 活用など)：電子カ

ルテ内のテンプレート(10 施設)、File 

Maker による別システム(2 施設)、AI によ

る入力補助(1 施設) 

 

Ｄ．考察 

Ｄ-Ⅰ  様々な診療科・医療機関の現状把握  

医師の働き方改革に伴い、実際に医師の働き

方が大きく変更されたり、同時に医師の引継ぎ

方法が変更されたりする医療機関は、ほとんど

なかった。また、医師の引継ぎに伴い医療安

全のリスクが高まっている可能性があり、その

結果として引継ぎに関わるインシデント等の抽

出をヒアリングをした医療機関では試みたが、

ほとんど抽出できなかった。少なくとも、医師の

引継ぎの不具合が直接的な要因となっている

医療事故等は、ヒアリング対象の医療機関に

おいては、発生しないと考えられた。 

仮に引き続きに不具合があったとしても、それ

を補い、対処できる仕組みがあり、報告すべき

事故にならずに済んでいる可能性もある。また、

ヒアリングを実施した全ての医療機関において

医療安全に関わる報告システムが整備されて

いるが、既存のシステムから引継ぎに関わる事

例だけを抽出する仕組みが、一部のＪＣＩ認定

病院以外では、備わっていない。引継ぎに関

わる課題を既存の報告システムから抽出し、組

織的な改善を、継続的に実施できる仕組みが

必要である。 

また、当直時間帯等の院内緊急招集のあった

事例の中には、引継ぎに関わる不具合の可能

性も検討したが、該当する事例は抽出できな

かった。引継ぎがされる前に、当直時間帯の

患者急変を予見し得る仕組み（ＮＥＷＳスコア

など）や、引継ぎをした後に、急変の兆候を把

握した際の応援対応を要請できる仕組みも、

必要であると考えられた。 

 

D-Ⅱ  全国的なアンケート調査 

（参照：菊地分担報告） 

本調査は、全国の医療施設における当直体

制および引継ぎ体制の整備状況を把握し、病

床規模や医療安全対策加算の取得有無との

関係を明らかにすることを目的とした。調査の

結果、以下のような示唆が得られた。 

 病床規模による構成の差異 
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当直医数は病床数と正の相関を示し、研修医、

小児科、産科がこれに次いだ。これは、病床

数が多い施設では夜間帯も幅広い診療機能

が求められ、それに応じた人員配置がなされ

ていることを示唆する。一方、小規模施設では

全科当直の傾向が高く、専門性を分担する余

地が限られる現状が明らかとなった。 

 地域別の差異 

地域別の分析では、四国地方の施設におい

て施設当たりの当直医数が少なく、全科当直

や救急外来当直の比率が高い傾向が示され

他の専門診療科の配置が相対的に少なかっ

た。ただし、これは地域特性だけでなく回答施

設の病床規模を反映している可能性がある。 

 働き方改革に伴う当直体制の見直し 

医師の働き方改革を契機に当直体制見直しを

行った施設は、中小規模施設と比較して大規

模施設で多かった。病床規模が大きくなるほど

当直医の減少数が多い傾向があり、当直医師

の再配置や集約化が進んでいた。また、診療

科別にみると、特に外科系当直医師の減少が

顕著であった。 

 病床規模と引継ぎルール整備との関連

性 

当直引継ぎに関する院内ルールの整備の８項

目の質問すべてにおいて、すべての診療科で

整備済みという回答は５割前後であり、整備が

進んでいない状況が明らかになった。病床規

模とは総じて関連が認められず、大規模施設

では働き方改革を契機に当直医師数を削減し

集約を進める動きがみられる一方で、引継ぎ

体制の質の担保は進んでおらず、患者安全へ

の影響が懸念される。 

 医療安全対策加算と引継ぎルール整備

の関連性 

引継ぎに関する各種ルールの整備状況につ

いて、医療安全対策加算（加算 1・2）の取得有

無との間には、いくつかの項目で有意な差が

認められた。特に、「当直開始時の引継ぎ方法」

や「記載すべき引継ぎ項目」に関して、加算取

得施設で整備率が高い傾向にあった。これは、

引継ぎルールへの医療安全管理部門の関与

を反映している可能性がある。 

 

D-Ⅲ 電子的な引継ぎツール 

（参照：西井分担報告） 

患者に関する重要事項の引継ぎを効率的、か

つ確実に行う方法として電子的ツールに期待

は大きい。しかし、その導入にあたっては、サ

イバーセキュリティへの周到な対策が必須であ

り、個人情報保護への配慮を欠かせない。ま

た医療機関の経営は全国的に悪化しており、

その投資は容易ではない。医療安全の重大事

象が発生すると金銭をもって代えがたい事態と

なり、単純な費用対効果論で済ませることがで

きず、厳しい経営判断が迫られる。 

最新版の標準パッケージ機能としてチャットツ

ールを実装する傾向が出てきている。まずは

電子カルテにおいて、通常の診療記録を適切

に記載することが必要であり、記載が徹底され

ていれば、いざという時にも必要な情報が確認

し得る。また、電子カルテの汎用機能を補完す

る目的で、インターネット系の汎用的なチャット

サービスを利用する施設も増えている。個人

情報保護の懸念に対応して、病院業務に特化

したツールも商業展開されている。 

中小規模の病院では日当直医師を中核病院

からの派遣医師が担当したり、人材派遣会社

からの単回派遣の医師が担当したりする実情

がある。また、電子カルテが未導入の病院も一

定数存在する。そのような状況において、常勤

医師が非常勤医師と電子的なツールでやり取
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りすることは困難であり、従来からの日当直簿

や口頭での引き継ぎに依存せざるを得ないの

も現実である。厳しい経営環境の中、医療安

全へ最大限配慮しつつも、その施設の実情に

合わせて最適な方法を模索している。 

最後に、電子化は単なる手段の一つに過ぎず、

必要な情報を適切な場所に記録する日頃から

の行動と、引き継ぎを行おうとする医師の能動

的な態度が大前提である。サイバーセキュリテ

ィ対策や個人情報保護に関するリテラシーを

含めて、電子化と教育は両輪である。 

 

D-Ⅳ  引継ぎ体制の実装（方略の検討） 

（参照：山口分担報告） 

1. 通院中の時間外受診患者受け入れ体制の

現状と課題 

医師たちは情報の引き継ぎと確認のためのル

ールが十分に浸透していないことや、申し送り

が不十分であることから、当番を交代して入院

患者を管理することに不安を覚えていた。特に、

情報共有の重要なツールである台帳の機能

性の低さが問題となっていた。 

 アンケート調査からも同様の課題が確認され

た。具体的には「専門外の疾患の対応に困る」、

「受け入れ可否の判断に迷う」、「転院を依頼さ

れた時のルールが明確ではなく、判断に困っ

たり、関連診療科が非協力的だったり」「電話

対応で手が回らなくなる」などが挙げられ。また、

医師間のコミュニケーションや協力体制の課

題も浮き彫りとなった。さらに、アンケートでは

看護師特有の視点からの課題も明らかになり、

医師からは把握しづらい看護師の業務負担や

実務上の困難が指摘された。 

2.課題を解決するための方策 

対象病院では、医師たちの協議の結果を受け

て、患者の病態を判断するための基準案をつ

くり、2025 年の 3 月に研修会を実施した。また

通院救急チームの働き方に合わせた必要項

目が網羅され、患者の病態が把握できるように

構造化された台帳に改善して、試用を開始し

た。 

 

D-Ⅴ 脳神経外科の取組み 

（参照：寺井分担報告） 

 医師の働き方改革と脳神経外科の体制 

医師の働き方改革における時間外・休日労働

時間の上限水準は、調査対象の４医療機関の

うち３施設がＡ水準、１施設がＣ-１水準であっ

た。 

脳神経外科の特徴として、救急入院および患

者状態変化への対応のため 24 時間体制の医

療提供体制が求められ、日当直体制または 2

交替制となっており、主治医・担当医が不在と

なる時間が生じる。そのため、調査において、

主治医が当直後に不在となり連絡が取れない

場合に困る、当直医と主治医のどちらに連絡

したらいいか迷うことがある、との回答もあり、

医師間等における患者情報の引継ぎの重要

性が高まっている。 

 望ましい引継ぎの仕組みに関する医療

安全的観点からの検討 

１）引継ぎにおけるルールや手順書の整備 

医療機関において引継ぎに関するルールや

手順書が整備されることが、安全で質の高い

引継ぎの実施に不可欠であり優先度が高いと

考えられた。ＪＣＩ認定病院の取り組み例からも

実証されている。 

２）引継ぎおよび情報共有のためのツール（シ

ステム）活用 

主治医・担当医が不在となる時間帯の患者情

報の多職種との共有において、医師の記録が

重要な役割を果たしていた。そのため、医師の
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記録がない場合には患者の情報共有が不十

分になり得る。ＪＣＩ認定病院においては、引継

ぎ場面に応じて使用するツールとなる記録フォ

ームの種類を定める工夫もされていた。そして、

ツールを効果的に活用するために、医師を含

む全職員に対して、定期的にチーム・トレーニ

ングを実施していることが、引継ぎを含めたチ

ームとして協働の基盤となっている。 

 また、電子カルテ以外の情報共有ツールが

医師間で活用されており、主治医・担当医が

不在となる時間帯の患者情報の共有に有益で

あった。 

３）引継ぎ関連のヒヤリハットおよびインシデン

ト等の事例収集・検討体制整備 

今回の調査から、引継ぎに関連したヒヤリハッ

トおよびインシデント等の事例収集・検討体制

が整備され、機能している医療機関は、４医療

機関のうちＪＣＩ認定病院である１医療機関のみ

であった。 

働き方改革により主治医・担当医が不在となる

時間帯の患者情報の共有の質が、患者安全

に影響を与える可能性があり、引継ぎに関連

した有害事象を病院として把握して改善する

ために、インシデント収集を推進する必要性が

高まっている。 

 

D-Ⅵ  循環器領域の取組み 

（参照：水野分担報告） 

本調査により、働き方改革による医師の勤務

時間短縮は一定の進捗を見せている一方で、

引継ぎの体制整備は現場の工夫に依存して

いることが明らかとなった。医師間のみならず

多職種との情報共有が求められる中で、標準

化された引継ぎモデルや教育プログラムの導

入が重要となる。特に、I-PASS などの既存の

国際的ツールの導入可能性や、日本の医療

現場に適応したカスタマイズの検討が今後の

課題である。 

また循環器病患者の引継ぎへの参加率は比

較的高いと考えられたが、実際にどのような安

全面での利点があったかなどについてさらなる

検討が必要である。 

 

D-Ⅶ  病院総合診療科の取組み 

（参照：小坂分担報告） 

日本の病院総合診療科における勤務時間帯

をまたぐ引き継ぎ体制は、施設ごとに異なる運

用がされており、標準化や効率化において発

展途上の段階にあった。 

1. 夜間・休日診療体制の多様性と課題 

回答施設の 66%が「当直医対応制」であったの

に対し、自チーム内での継続性あるチーム対

応制は 33%にとどまった。病棟患者の病状把

握や診療継続性の観点からは、hospitalist 型

の「チームによる責任共有体制」が望まれるが、

現場では人員配置の制約や制度上の壁から

十分に普及していないと推察され、他の診療

科の医師と協働して対応できる情報共有体制

が重要な可能性が高いと考える。 

2. 情報共有手段の多様化と技術的進展 

引き継ぎは 92%の施設で実施されており、その

方法としては、カルテ記載（82%）が最多であっ

たが、Slack や Teams などのコミュニケーション

ツールの併用もほぼ全ての施設で見られた。

これは COVID-19 以降の非対面コミュニケー

ションの常態化や、医師間の即時性・柔軟性

の高い連携ニーズを反映したものと考えられる。

一方で、引き継ぎを「行っていない」施設が 8%

存在することは、患者安全の観点からも改善

が必要な課題であると考えられる。 

3. 引き継ぎフォーマットと判断基準の未整備 

I-PASS 等の標準化されたフォーマットの導入
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率は 33%（8/24 施設）に留まっており、半数の

施設では決まった様式すらない。また、「どの

患者を申し送るか」という基準の明確化がされ

ていない施設が半数（12/24 施設）を占め、引

き継ぎの質が担当者の経験や主観に依存して

いる実態が浮き彫りとなった。これは、ヒューマ

ンエラーや連携不全の温床となりうることから、

より大きな規模で実態調査の上で標準的な申

し送り基準およびフォーマットの普及が望まれ

ると考える。 

4. 効率化への取り組みと課題 

申し送りの手間削減として、電子カルテ内テン

プレート（42%）や某システムによる I-PASS 表示

の患者リスト共有の利用(8%)、某社の診療記録

音声からの I-PASS 要約作成の活用（4%）もあ

ったが、いずれも一部に限られていた。AIの活

用により自動要約・推奨項目表示等が可能と

なれば、引き継ぎの質と効率の両立が可能で

あるが、その導入にはコスト・セキュリティ・運用

教育といった課題も残る。現実的にはテンプレ

ートなどの電子カルテ内のセット展開を普及さ

せることなど好事例施設の方法を共有すること

が第一歩となる。AI や FileMaker を活用したシ

ステムについては、その費用対効果検証が行

われ、普及のための検証が今後求められる。 

 

Ｅ．結論 

医師の勤務時間帯間の引継ぎ体制の整備の

目的は、最終的に、引継ぎされた後の当直時

間帯においても、継続して安全な治療・ケアが

提供することである。そのためには、①引継ぎ

の場面そのものの整備に加えて、②引継ぎの

場面以前の取組み（平時から患者情報などが

多職種間でも共有、患者急変を予見する仕組

み、医療安全に関わる引継ぎの課題を抽出し

得る仕組み、など）、③引継ぎの場面の後、当

直時間帯において、患者急変に対応し得る取

組み（ＲＲＳ、MET、ＣＣＯＴなど）、が不可欠で

ある。 

本研究により、引継ぎ体制は医療現場の工夫

に依存しており、質のばらつきが存在し、当直

体制の適正化と同時に、引き継ぎ基準・方法

の明確化と引継ぎ体制の標準化、質的向上を

図る必要性が示唆された。また ICT 活用と教

育体制の整備は、働き方改革時代における安

全で持続可能な診療体制構築に寄与すると

考えられるが、サイバーセキュリティ対策や費

用対効果などを勘案する必要がある。さらに継

続的に改善するために引継ぎに関連した有害

事象を把握する報告システムを推進すること、

平時から適切な記録を行い、多職種でチーム

として、患者も含めて協働し患者情報などが共

有されていること、患者急変の予測や当直時

に患者対応が困った際にも相談できる仕組み

づくり（NEWS、RRS など）も重要である。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｇ． 知的所有権の取得状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

なし 

 

 

 



戦略的な勤務時間帯間の引継ぎ体制
３つの場⾯での取組み

1. 引継ぎの場⾯
−引継ぎそのものに関して、明⽂化
され（右段参照）、それが実施され
ているかモニターできる仕組みが整
えられているか

2. 引継ぎ以前の場⾯
−引継ぎする以前に、平時から多職
種で、患者・家族も含めて、チーム
として協働する仕組みや⽂化が醸成
されているか
−急変の可能性を予⾒する仕組みが
あるか

3. 引継ぎした後の場⾯
−当直時間帯の⽀援体制など

１）引継ぎの場⾯
① いつ引継ぎするか
② どこで引継ぎするか

−対⾯で⾏う場所
③ 誰と引継ぎするか

−医師のみ、看護師も
④ 何を引継ぎするか

a. どんな患者について
b. どんな内容を
−DNARの有無、アレルギー等

⑤ どのように
a. 患者情報の記載場所
−ノート、電⼦カルテの場所等
b. 具体的なツール
ーSBAR、I-PASSなど

戦略的な勤務時間帯間の引継ぎ体制（続き）
２）引継ぎ以前の場⾯

① 全患者について多職種で情報共有
−多職種での事例検討など
−チャットの活⽤など

② 医師の適切な診療記録
③ 平時からチームとして協働を推進

するチーム・トレーニングなど
−チームSTEPPSなど

④ 引継ぎに関するインシデント等を
報告・学習する仕組み

−既存の報告システムから、該
当事例を抽出できる

⑤ 患者急変の兆候を評価する仕組み
−NEWSスコアなど

３）引継ぎした後の場⾯
① オンコールでの⽀援体制

a. どんな時に（当直医の業務範囲）
b. 誰が
c. どんな⽅法で

② 不安があれば院内で相談できる
仕組み
−RRS（Rapid Response System）、
MET（Medical Emergency Team）な
ど

③ 急変時の緊急招集対応の体制

④ 当直終了時の引継ぎルール
a. 既存の⼊院患者
b. 新規の⼊院患者
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Ａ．研究目的 

 
（背景）令和６年度から適用が開始される

医師の働き方改革では、質・安全が確保さ

れた医療を持続可能な形で患者に提供す

ることを目標として、医師に対する時間外

労働の制限等が課される。医師の労働時間

短縮を進める方策として、シフト制度・休

日当番医制度・オンコール体制等の導入等

が検討されている。その結果、従来は主治

医・担当医の時間外労働により行われてい

た入院患者への対応が、主治医・担当医以

外の医療職（医師・病棟看護師等）への引

継ぎを介して委譲されることが想定され

る。入院患者の勤務時間帯間の引継ぎは、

情報伝達エラーが発生しやすい患者安全

上のハイリスク場面であることが知られ

ており、引継ぎの教育プログラムの導入に

よりエラーや有害事象の低減に成功した

研究要旨 

本研究は、全国の医療施設を対象に、医師の当直体制および当直時の引継ぎ体制の整備状況を把

握し、病床規模や医療安全対策加算の取得状況との関連を明らかにすることを目的とした。 

145 施設から得られた調査結果をもとに、当直医の構成や引継ぎ体制の整備状況を分析し、施設

規模別・地域別・機能別の比較を行った。 

当直医数は病床数と正の相関を示し、特に研修医、小児科、産科において病床規模との関連が強

く認められた。小規模施設では全科当直への依存傾向がみられ、専門診療科ごとの体制確保に制

限があることが示唆された。 

また、医師の働き方改革を契機に当直体制の見直しを行った施設では、特に外科系当直医師の減

少が顕著であり、病床規模が大きい施設ほど当直医の集約化が進んでいた。 

一方、当直時の引継ぎ体制に関する 8 項目の整備状況については、いずれの項目においても「す

べての診療科で整備されている」とする施設は 5 割未満にとどまり、全体的に整備が不十分であ

る実態が明らかとなった。 

病床規模との関連は一部にとどまり、医療安全対策加算（加算 1・2）を取得している施設で、引

継ぎ体制の整備率が高い傾向が見られた。 

本研究の結果は、当直体制の適正化と同時に、引継ぎ体制の標準化と質的向上を図る必要性を示

しており、今後の政策立案や医療安全の推進に資する知見を提供するものである。 
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海外の先行事例があることも踏まえ、医師

の働き方改革に伴う患者安全上の負の側

面を最小化し最大の効果を得るため、効率

的で質の高い引継ぎの体制を全国の医療

機関に整備・均てん化することが急務とな

っている。医療機関の安全文化調査からも、

それが示唆されている 
 
（目的） 
そこで本研究は、入院患者に関する質の高

い勤務時間帯間の引継ぎ体制を整備・均て

ん化し、情報伝達エラー等の有害事象を防

止し、患者ケアの責任移譲を伴う診療の継

続性を維持することを目標として、①医師

による引継ぎの現状把握、②望ましい引継

ぎ体制の立案、③望ましい引継ぎ体制の実

装のための方略の検討を行うことを目的

とする。 
とくに当該分担研究では、全国的な病院の

当直体制および引継ぎ体制の整備状況を

把握し、病床規模や医療安全対策加算の取

得有無との関係を明らかにすることを目

的とする。 
 

Ｂ．研究方法 

日本病院会会員病院（2573 会員（2025 年 1

月現在の日病会員数））を対象に、Web にて

アンケート調査を実施した。なお一般社団

法人日本病院会は､日本の病院の全ての経

営主体が参加する広範な会員組織であり、

小規模から大規模の医療機関が含まれる。 

期間：2025 年 2 月 7 日〜3 月 15 日 
方法：Google Form による Web アンケート 

 

設問内容： 

 病院の基本情報（病床数、機能区分、

医療安全対策加算の有無など） 

 医師の当直体制に関する構成（診療科

別の当直人数、勤務形態） 

 オンコール体制における呼出方法とそ

の担い手（医師・看護師・看護師長・

事務職など） 

 医師の働き方改革（2024年4月の規制

導入）に伴う体制変更の有無と、その

前後比較（人数・体制） 

 日中勤務医師から当直医師への患者引

継ぎに関する整備状況（以下の7項目

について、「はい（全診療科対象）」

「はい（一部診療科対象）」「いい

え」で選択） 

1. 注意を要する患者の明確化 

2. 引継ぎ方法の明文化 

3. 診療情報の記載場所の規定 

4. 引継ぎ項目（治療方針・依頼事項

など）の定義 

5. 当直医の業務範囲の規定 

6. バックアップ体制の有無と方法 

7. 当直終了時の引継ぎ（既入院患

者・新規入院患者）に関するルー

ルの有無 

分析：病床規模別および地域別のクロス集

計、カイ二乗検定、相関分析、標準化残差

分析を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

回答数：176 

以下を削除し、残った全国 145 医療施設を

対象とした（有効回答率 5.6%） 

 同一施設から複数の回答があった場合 

 複数回答の内容が一致する場合、

１回答を残し削除 

 複数回答の内容が不一致の場合、

すべての回答を削除 

 複数項目に重複回答がある場合（例：

内科系当直（入院＋外来）と内科系当

直（入院）に同じ数の入力がある）、

その施設の回答を削除 

 当直医総数が不自然に多い場合（病床

数の10分の１以上を基準とした） 

 在宅医療支援病院 
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１） 145施設の内訳 

① 地方別・病床数別内訳（表１） 

② 地方別・病院機能別内訳（表２） 

一施設が複数の機能を有する重複が多数あ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 当直医数および構成比に関する分析 

① 地方別当直医人数 

地方別の当直医合計人数は、中国地方、北海

道地方、関西地方、関東地方が多く、四国地

方、東北地方、九州地方で少なかった（表３）。

ただし、人数の多い地方は回答施設の病床規

模も大きく、人数の少ない地方は病床規模が

小さいことから、地域性ではなく病床規模を

反映している可能性が高い。 

地方と診療科別当直医師人数のクロス集計表

を作成してカイ二乗検定を行うと、χ²値：

206.86、自由度：70、p 値：1.90 × 10⁻¹⁵と有

意差が認められた。標準化残差の分析を行う

と、四国地方の回答施設では全科当直と救急

外来当直の構成比率が高く、専門診療科の当

直医師が少ない傾向がみられた。 

② 病床数と当直医人数（図１） 

病床数と当直医人数との相関係数は、当直医

合計人数、研修医当直、小児科当直、産科当直

の順に大きく、病床数に応じて当直医人数が

多くなり、小児科や産科など特殊診療科の当

直医を配置していた。それに対して、病床数

との相関がもっとも小さかったのは全科当直

で、病床数が少ない施設は役割別の当直医を

配置することが難しい状況を反映していた。 

 

 

 

 

 

 

 

３） オンコール医師を呼び出す役割 

オンコール医師を呼び出す役割をどの職種が

担うかについては、当直医師、各部署看護師、

看護師長、事務当直の順に多く、病床規模に

よる差はなかった（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

地方 病床数 内科当直 外科当直 全科当直
救急外来・
救急科当直

産科当直 小児科当直 ICU当直
循環器内科

当直
脳神経外科
/内科当直

研修医当直 その他当直 合計

北海道地方 455 1.8 1.6 0.8 0.8 0.8 0.6 0.4 0.4 0.6 0.4 0.2 8.4
東北地方 276.83 0.5 0.42 0.58 0.17 0.08 0.17 0.17 0.25 0.08 0.5 0.17 3.08
関東地方 427.16 1.16 0.91 0.5 0.66 0.53 0.63 0.47 0.32 0.34 1.16 0.53 7.19
中部地方 384.69 0.58 0.42 0.92 0.83 0.47 0.42 0.31 0.22 0.14 0.92 0.25 5.47
関西地方 353.42 1.18 0.85 1.24 0.88 0.45 0.36 0.33 0.48 0.55 0.91 0.64 7.88
中国地方 532.2 0.2 0.2 3 1.2 0.2 0.6 1.2 0.4 0.2 1.2 0.6 9
四国地方 264.67 0.33 0.33 1 0.67 0 0 0.33 0 0 0 0 2.67
九州地方 339.63 1.26 0.79 0.53 0.42 0.32 0.26 0.32 0.11 0.26 0.37 0.05 4.68

数字は病床数、１施設当たりの人数

表３

地方 小規模施設
（〜199床）

中規模施設
(200〜499

大規模施設
（500床〜）

計

北海道地方 1 2 2 5
東北地方 5 5 2 12
関東地方 11 10 11 32
中部地方 9 16 11 36
関西地方 12 12 9 33
中国地方 0 3 2 5
四国地方 2 1 0 3
九州地方 7 9 3 19

計 47 58 40
数字は施設数

表１

地方
特定機能
病院

臨床研修病
院(基幹型)

臨床研修病
院(協力型)

専門医指定
施設

救命救急
センター

救急医療
(二次救急)

周産期母子
医療ｾﾝﾀｰ

地域医療
支援病院

在宅療養
支援病院

北海道地方 1 1 1 3 5 4 3 0
東北地方 1 6 7 3 1 11 0 4 1
関東地方 5 16 9 12 8 19 9 9 1
中部地方 2 23 17 17 12 25 11 18 3
近畿地方 0 0 0 0 0 0 0 0 0
中国地方 1 3 3 1 2 5 3 1 0
四国地方 0 3 2 0 0 3 0 1 1
九州地方 2 9 8 3 4 10 3 7 3

表２

数字は施設数
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４） 働き方改革に伴う当直体制の見直し 

2024 年 4 月に医師の時間外労働上限規制が

開始されたのを契機に当直体制を見直したと

回答した施設は 30 施設で、500 床以上の大規

模施設で高かった（小規模施設 6、中規模施設

9、大規模施設 15）（カイ二乗検定にて、χ²

値：9.63、自由度：2、p 値：0.0081）（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直しによる当直医師の増減を、見直し前の

記載漏れがあった 2 施設を除く 28 施設で比

較した。診療科別にみると、外科系当直 7 施

設、研修医当直 5 施設、内科系当直 4 施設、

その他 4 施設の順に減少施設が多かった（図

４）。また、病床規模別にみると、当直医を減

らした施設は、小規模施設 1 施設、中規模施

設 4 施設（平均 2.5 名減）、大規模施設 5 施設

（平均 6 名減）であった。最も当直医を削減

した施設は関東地方の大規模病院（特定機能

病院）で、全科当直を廃止して内科系当直、外

科系当直に集約化を図った結果、20 名減少と

なっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５） 当直引継ぎに関する院内ルールの整備 

以下の８項目に関して、「はい（全ての診療科

で整備・実施）」「はい（一部診療科で整備・実

施）」「いいえ」で回答を得た。回答の分布に

「病床規模」、「医療安全対策加算１または加

算２の取得有無」が関連するか、「当直医合計

人数」が関係するかについて、前二者はカイ

二乗検定、後者はｔ検体を行った。 

① 当直医への引継ぎを必須とする患者に

関するルールの整備 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算取

得、当直医合計人数との間に関連を認めなか

った。 

 

 

 

 

 

② 当直開始時の引継ぎ方法に関するルー

ルの整備 

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 59.6 8.5 25.5

中規模 46.6 25.9 15.5

大規模 52.5 20 20

①	当直医への引継ぎを必須とする患者

数字は％
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回答の分布と病床規模、当直医合計人数との

間に関連を認めなかった。一方、医療安全管

理対策加算１または加算２を取得している施

設では全ての診療科でルールを整備している

施設が多く、加算を取得していない施設では

ルールがない施設が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 患者情報の記載場所に関するルールの

整備 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算取

得、当直医合計人数との間に関連を認めなか

った。 

 

 

 

 

 

④ 記載する引継ぎ項目に関するルールの

整備 

回答の分布と病床規模、当直医合計人数との

間に関連を認めなかった。一方、医療安全管

理対策加算を取得していない施設ではルール

がない施設が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 当直医の業務範囲に関するルールの有

無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算取

得、当直医合計人数との間に関連を認めなか

った。 

 

 

 

 

 

⑥ 当直医のバックアップ体制に関するル

ールの有無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算取

得、当直医合計人数との間に関連を認めなか

った。 

 

 

 

 

 

⑦ 当直終了時の入院患者引継ぎに関する

ルールの有無 

回答の分布と当直医合計人数との間に関連を

認めなかった。病床規模が小規模な施設では

「はい（一部の診療科）」と回答した施設が少

なかった。医療安全管理対策加算を取得して

いない施設ではルールがない施設が多かった。 

 

 

 

 

 

 

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 53.2 8.5 31.9

中規模 46.6 22.4 19

大規模 47.5 27.5 17.5

②当直開始時の引継ぎ方法

数字は％

医療安全対
策加算取得

はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

加算1 47 25 31

加算2 17 2 7

なし 3 1 7

数字は施設数

②当直開始時の引継ぎ方法

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 53.2 6.4 34

中規模 46.6 17.2 24.1

大規模 50 25 17.5

③患者情報の記載場所

数字は％

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 48.9 10.6 34

中規模 41.4 20.7 25.9

大規模 47.5 25 20

④記載する引継ぎ項目

数字は％

医療安全対
策加算取得

はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

加算1 45 24 34

加算2 15 2 9

なし 2 1 8

④記載する引継ぎ項目

数字は施設数

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 68.1 4.3 21.3

中規模 58.6 17.2 12.1

大規模 65 17.5 10

⑤当直医の業務範囲

数字は％

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 53.2 10.6 29.8

中規模 60.3 22.4 5.2

大規模 57.5 22.5 12.5

⑥当直医バックアップ体制

数字は％

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 57.4 4.3 31.9

中規模 44.8 24.1 19

大規模 55 22.5 15

⑦当直終了時の入院患者引継ぎ

数字は％
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⑧ 当直帯の新規入院患者に関する引継ぎ

に関するルールの有無 

回答の分布と病床規模、医療安全対策加算取

得、当直医合計人数との間に関連を認めなか

った。 

 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

本調査は、全国の医療施設における当直体制

および引継ぎ体制の整備状況を把握し、病床

規模や医療安全対策加算の取得有無との関係

を明らかにすることを目的とした。調査の結

果、以下のような示唆が得られた。 

病床規模による構成の差異 

当直医数は病床数と正の相関を示し、研修医、

小児科、産科がこれに次いだ。これは、病床数

が多い施設では夜間帯も幅広い診療機能が求

められ、それに応じた人員配置がなされてい

ることを示唆する。一方、小規模施設では全

科当直の傾向が高く、専門性を分担する余地

が限られる現状が明らかとなった。 

地域別の差異 

地域別の分析では、四国地方の施設において

施設当たりの当直医数が少なく、全科当直や

救急外来当直の比率が高い傾向が示され他の

専門診療科の配置が相対的に少なかった。た

だし、これは地域特性だけでなく回答施設の

病床規模を反映している可能性がある。 

働き方改革に伴う当直体制の見直し 

医師の働き方改革を契機に当直体制見直しを

行った施設は、中小規模施設と比較して大規

模施設で多かった。病床規模が大きくなるほ

ど当直医の減少数が多い傾向があり、当直医

師の再配置や集約化が進んでいた。また、診

療科別にみると、特に外科系当直医師の減少

が顕著であった。 

病床規模と引継ぎルール整備との関連性 

当直引継ぎに関する院内ルールの整備の８項

目の質問すべてにおいて、すべての診療科で

整備済みという回答は５割前後であり、整備

が進んでいない状況が明らかになった。病床

規模とは総じて関連が認められず、大規模施

設では働き方改革を契機に当直医師数を削減

し集約を進める動きがみられる一方で、引継

ぎ体制の質の担保は進んでおらず、患者安全

への影響が懸念される。 

医療安全対策加算と引継ぎルール整備の関連

性 

引継ぎに関する各種ルールの整備状況につい

て、医療安全対策加算（加算 1・2）の取得有

無との間には、いくつかの項目で有意な差が

認められた。特に、「当直開始時の引継ぎ方法」

や「記載すべき引継ぎ項目」に関して、加算取

得施設で整備率が高い傾向にあった。これは、

引継ぎルールへの医療安全管理部門の関与を

反映している可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

本調査により、医師の当直体制および引継ぎ

体制に関する全国的な実態と、病床規模・医

療安全対策加算の取得有無との関連が明らか

となった。 

１．病床規模と当直体制の関係 

病床数が多い施設では、当直医数が多く、診

療科別の当直体制が整備される傾向があった。

一方で、小規模施設では全科当直に依存する

割合が高く、専門診療科ごとの対応が困難で

ある実態が確認された。 

医療安全対
策加算取得

はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

加算1 51 23 29

加算2 17 1 8

無し 3 1 7

⑦当直終了時の入院患者引継ぎ

数字は施設数

病床規模
はい（全ての
診療科）

はい（一部の
診療科）

いいえ

小規模 51.1 4.3 38.3

中規模 48.3 20.7 19

大規模 55 20 17.5

⑧当直帯の新規入院患者に関する引継ぎ

数字は％
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２．地域別の体制差 

四国地方をはじめとする一部地域では、施設

あたりの当直医数が少なく、全科や救急外来

当直に集約される傾向がみられた。これは地

域の医療資源の制約や、施設規模の構成によ

る可能性がある。 

３．働き方改革の影響 

大規模施設を中心に、医師の働き方改革を契

機とした当直体制の再編が進められており、

特に外科系当直の減少が顕著であった。病床

規模が大きくなるほど当直医の削減傾向が強

く、勤務集約化が進んでいる。 

４．引継ぎ体制整備の遅れと課題 

当直引継ぎ体制については、すべての診療科

で整備済みとする回答が全体の半数未満にと

どまり、体制整備の遅れが浮き彫りとなった。

病床規模との明確な関連は認められず、体制

再編と引継ぎ質のバランスが課題となってい

る。 

５．医療安全対策加算との関連 

加算１・２を取得している施設では、当直開

始時の引継ぎ方法や引継ぎ項目の明文化など

において体制整備が進んでおり、安全文化と

の関連性が示唆された。 

今後、医師の労働時間管理とあわせて、患者

安全を確保するための引継ぎ体制の明文化と

運用整備が求められる。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 
 
Ｇ． 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他  

 なし 
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医師の働き方改革×医療安全
（令和6年度厚生労働省科学研究）

日本病院会アンケート

2025/05/12

当直医数および構成比に関する分析

• 回答数：176
• 以下を削除し、残った全国145医療施設を対象とした

– 同一施設から複数の回答があった場合

• 複数回答の内容が一致する場合、１回答を残し削除

• 複数回答の内容が不一致の場合、すべての回答を削除

– 複数項目に重複回答がある場合（例：内科系当直（入院＋外
来）と内科系当直（入院）に同じ数の入力がある）、その施設
の回答を削除

– 当直医総数が不自然に多い（病床数の１０分の１以上を基準
とした）

– 在宅医療支援病院

表 削除対象施設

1

2
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145施設内訳

大規模
（500床〜）

中規模
（200〜499床）

小規模
（〜199床）

地方

221北海道地方

255東北地方

111011関東地方

11169中部地方

91212関西地方

230中国地方

012四国地方

397九州地方

分析手法

• 地方・病床数別の当直医師数を集計

表2 地方・病床数×当直診療科

• 診療科別構成比の算出（内科系、外科系、全科、は
「入院＋外来」と「入院」の和とした）

• カイ二乗検定による有意差の確認

• 相関分析（当直数と病床数）

3

4
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地方別の当直医数

合計
その他
当直

研修医
当直

脳神経
外科・
脳神経
内科当

直

循環器
内科
当直

ICU
当直

小児科
当直

産科
当直

救急外
来当
直・救
急科当

直

全科
当直

外科
当直

内科
当直

病床数地方

8.40 0.20 0.40 0.60 0.40 0.40 0.60 0.80 0.80 0.80 1.60 1.80 455.00 
北海道
地方

3.08 0.17 0.50 0.08 0.25 0.17 0.17 0.08 0.17 0.58 0.42 0.50 276.83 
東北地

方

7.19 0.53 1.16 0.34 0.32 0.47 0.63 0.53 0.66 0.50 0.91 1.16 427.16 
関東地

方

5.47 0.25 0.92 0.14 0.22 0.31 0.42 0.47 0.83 0.92 0.42 0.58 384.69 
中部地

方

7.88 0.64 0.91 0.55 0.48 0.33 0.36 0.45 0.88 1.24 0.85 1.18 353.42 
関西地

方

9.00 0.60 1.20 0.20 0.40 1.20 0.60 0.20 1.20 3.00 0.20 0.20 532.20 
中国地

方

2.67 0.00 0.00 0.00 0.00 0.33 0.00 0.00 0.67 1.00 0.33 0.33 264.67 
四国地

方

4.68 0.05 0.37 0.26 0.11 0.32 0.26 0.32 0.42 0.53 0.79 1.26 339.63 
九州地

方

北海道地方

内科当直

外科当直

全科当直救急外来当直・救急科当直

産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直
その他当直

構成比率（割合）

5

6
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東北地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当直
産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直

その他当直

構成比率（割合）

関東地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当直

産科当直
小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直

その他当直

構成比率（割合）

7

8
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中部地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当直
産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直

その他当直

構成比率（割合）

関西地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当直
産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直

その他当直

構成比率（割合）

9

10
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中国地方

内科当直外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当

直
産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科

当直

研修医当直

その他当直

構成比率（割合）

四国地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当

直

産科当直小児科当直

ICU当直
循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科

当直研修医当直その他当直

構成比率（割合）

11

12
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九州地方

内科当直

外科当直

全科当直

救急外来当直・救急科当直

産科当直

小児科当直

ICU当直

循環器内科当直

脳神経外科・脳神経内科当

直

研修医当直
その他当直

構成比率（割合）

地方別の当直診療科構成比率

その他当
直

研修医当
直

脳神経外
科・脳神経
内科当直

循環器内
科当直

ICU当直
小児科当

直
産科当直

救急外来
当直・救急

科当直
全科当直外科当直内科当直地方

0.023810.0476190.0714290.0476190.0476190.0714290.0952380.0952380.0952380.1904760.214286北海道地方

0.0540540.1621620.0270270.0810810.0540540.0540540.0270270.0540540.1891890.1351350.162162東北地方

0.0739130.160870.0478260.0434780.0652170.0869570.0739130.0913040.0695650.1260870.16087関東地方

0.0456850.1675130.0253810.0406090.0558380.0761420.0862940.1522840.1675130.0761420.106599中部地方

0.0807690.1153850.0692310.0615380.0423080.0461540.0576920.1115380.1576920.1076920.15関西地方

0.0666670.1333330.0222220.0444440.1333330.0666670.0222220.1333330.3333330.0222220.022222中国地方

00000.125000.250.3750.1250.125四国地方

0.0112360.0786520.056180.0224720.0674160.056180.0674160.0898880.112360.1685390.269663九州地方

カイ二乗検定
χ²値：206.86
自由度：70
p値：1.90 × 10⁻¹⁵

13

14
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地方別_診療科別_標準化残差_ヒートマップ

その他
当直

研修医
当直

脳神経
外科内
科当直

循環器
内科当

直
ICU当直

小児科
当直

産科当
直

救急外
来救急
科当直

全科当
直

外科当
直

内科当直地方

-1.0443
-

1.97625
1.87451

9
0.00263

-
1.09376

0.76727
8

1.87238
9

-
0.83032

-
2.13917

2.26673
2

1.633482
北海道
地方

0.43377
4

1.75172
3

-
0.79985

2.00394
5

-
0.71212

-
0.10617

-
1.30007

-
1.99184

-
0.02378

0.48656
4

0.330736
東北地

方

1.41915
4

1.75172
3

0.26989
7

0.00263
-

0.33048
1.20400

1
0.96597

2
-

0.83032
-

2.84429
0.18986

9
0.330736

関東地
方

-
0.03775

1.79507
9

-
0.78431

0.02379
4

-
0.68817

0.79557
9

1.45005
9

0.95325
3

-
0.45147

-1.2648-1.19848
中部地

方

1.91184
4

0.19840
1

1.33964
5

1.00328
8

-
1.09376

-
0.54289

0.05955
4

-
0.24955

-
0.72891

-
0.40352

0.070187
関西地

方

0.90037
3

0.78174
3

-
0.81525

-
0.01831

2.30130
5

0.30485
2

-
1.31639

0.29342
3.43901

9
-

2.79787
-3.33982

中国地
方

-
2.06147

-
3.26934

-
1.89889

-2.03
1.84763

9
-

2.32566
-

2.24106
3.64985

5
4.24122

6
0.08214

6
-0.81982

四国地
方

-
1.51024

-
0.98693

0.85315
9

-
0.96617

-
0.27826

-
0.05858

0.56519
7

-
1.05941

-1.5964
1.46308

8
3.049297

九州地
方

病床数と当直診療科の関連

合計
その他
当直

研修医
当直

脳外科
脳内科
当直

循環器
内科当

直

ICU当
直

小児科
当直

産科当
直

救急外
来救急
科当直

全科当
直

外科当
直

内科当
直

病床カ
テゴリ

701011111534718

小規模
（〜199

床）

2651440141516162230243341

中規模
（200〜
499床）

5733981292737433867716279

大規模
（500床

〜）

15

16
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病床数と当直診療科の関連

病床数との相関係数診療科（当直）

0.743231517合計

0.699579253研修医当直

0.664153418小児科当直

0.639745799産科当直

0.593508228救急外来当直・
救急科当直

0.583607923ICU当直

0.557338447脳神経外科・
脳神経内科当直

0.531053087外科当直

0.528890637その他当直

0.48191603循環器内科当直

0.426091815内科当直

0.241428018全科当直

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

病床数との相関係数

引継ぎ体制整備に関する分析

• 当直医数分析と同じ全国145医療施設を対象とした

17

18
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オンコール医師を呼び出す役割

事務当直看護師長各部署看護師当直医師病床カテゴリ

19.1 23.4 53.2 57.4 小規模（〜199床）

22.4 32.8 50.0 82.8 中規模（200〜499床）

27.5 40.0 62.5 75.0 大規模（500床〜）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

小規模（〜199床） 中規模（200〜499床） 大規模（500床〜）

当直医師 各部署看護師 看護師長 事務当直

オンコール医師を呼び出す役割

有意差の有無p値自由度χ²値職種

なし0.84720.33当直医師

なし0.53521.25各部署看護師

なし0.35822.05看護師長

なし0.69120.74事務当直

19
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2024年4月以降に当直体制見直しをしたか

はいいいえ病床カテゴリ

641小規模（〜199床）

949中規模（200〜499床）

1525大規模（500床〜）

0

10

20

30

40

50

60

小規模（〜199床） 中規模（200〜499床） 大規模（500床〜）

いいえ はい

2024年4月以降に当直体制見直しをしたか

カイ二乗検定：病床カテゴリ別の見直し状況の差異
χ²値：9.63
自由度：2
p値：0.0081

いいえはい病床カテゴリ

+0.61-1.19小規模（〜199床）

+0.44-0.87中規模（200〜499床）

-1.19+2.34大規模（500床〜）

+2.34（大規模×はい）：期待より多く、見直しが進んでいる

-1.19（小規模×はい）：期待よりやや少ない

21
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医師間の患者情報引継ぎに関する
病院としての基本的方針の整備状況

いいえ
はい

（一部の当直医師は
対象外）

はい
（すべての当直医師を

対象）
病床規模

346.457.4小規模（〜199床）

36.220.741.4中規模（200〜499床）

1517.557.5大規模（500床〜）

0

10

20

30

40

50

60

70

小規模（〜199床） 中規模（200〜499床） 大規模（500床〜）

はい（すべての当直医師を対象） はい（一部の当直医師は対象外） いいえ

(%)

医師間の患者情報引継ぎに関する
病院としての基本的方針の整備状況

いいえ
はい（一部の当直医師

は対象外）
はい（すべての当直医師

を対象）
病床規模

0.469153-1.586420.507368小規模（〜199床）

0.8018010.991617-1.15188
中規模（200〜499床）

-1.539240.5455170.875896大規模（500床〜）

統計分析結果：病床カテゴリ × 引継ぎ方針の有無
χ²値：9.38
自由度：4
p値：0.0522

統計的有意差はわずかに認められないが

大規模施設では「いいえ」が少ない傾向

小規模施設では「はい（一部の当直医は対象外）」が少ない傾向

23
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患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

70

小規模（〜199床） 中規模（200〜499床） 大規模（500床〜）

項目：当直医への引継ぎを必須とする患者

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

χ²値 = 6.28、自由度 = 4、p値 = 0.179（有意差なし）

当直医への引継ぎを必須とする患者

患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

小規模（〜199床） 中規模（200〜499床） 大規模（500床〜）

項目：当直開始時の引継ぎ方法

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

当直開始時の引継ぎ方法

χ²値 = 7.12、自由度 = 4、p値 = 0.130（有意差なし）
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患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

小規模（〜200床） 中規模（200〜500床） 大規模（501床〜）

項目：患者情報の記載場所

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

患者情報の記載場所

χ²値 = 7.20、自由度 = 4、p値 = 0.126（有意差なし）

患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

小規模（〜201床） 中規模（200〜501床） 大規模（502床〜）

項目：記載する引継ぎ項目

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

記載する引継ぎ項目

χ²値 = 4.42、自由度 = 4、p値 = 0.352（有意差なし）
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2025/5/28

15

患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況
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小規模（〜202床） 中規模（200〜502床） 大規模（503床〜）

項目：当直医の業務範囲

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

当直医の業務範囲

χ²値 = 6.62、自由度 = 4、p値 = 0.157（有意差なし）

患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況

0

10

20

30

40

50

60

70

小規模（〜203床） 中規模（200〜503床） 大規模（504床〜）

項目：当直医バックアップ体制

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

当直医バックアップ体制

χ²値 = 13.05、自由度 = 4、p値 = 0.011 → 有意差あり（p < 0.05）

いいえはい（一部の診療科）はい（全ての診療科）

2.46-1.33-0.51小規模（〜199床）

-1.890.80.52中規模（200〜499床）

-0.470.52-0.05大規模（500床〜）

小規模病院は当直医に対するオンコール医師などのバックアップ体制が整っていない
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患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況
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60

70

小規模（〜204床） 中規模（200〜504床） 大規模（505床〜）

項目：当直終了時引継ぎ方法（既入院患者）

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

当直終了時引継ぎ方法（既入院患者）

χ²値 = 10.74、自由度 = 4、p値 = 0.030 → 有意差あり（p < 0.05）

いいえはい（一部の診療科）はい（全ての診療科）

1.33-2.190.4小規模（〜199床）

-0.391.4-0.55中規模（200〜499床）

-0.990.750.21大規模（500床〜）

患者情報引継ぎに関する項目別ルールの整備状況
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60

小規模（〜205床） 中規模（200〜505床） 大規模（506床〜）

項目：当直終了時引継ぎ方法（新規入院患者）

はい（全ての診療科） はい（一部の診療科） いいえ

当直終了時引継ぎ方法（新規入院患者）

χ²値 = 10.53、自由度 = 4、p値 = 0.032 → 有意差あり（p < 0.05）
いいえはい（一部の診療科）はい（全ての診療科）

1.73-1.97-0.13小規模（〜199床）

-0.781.2-0.11中規模（200〜499床）

-0.970.740.28大規模（500床〜）
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 
引継ぎ体制の整備に資する研究 

 
分担研究報告書 

電子的な引き継ぎツールの現状と課題 

  
研究分担者 西井 鉄平 公立大学法人横浜市立大学 医学部医学情報学 

医療・診療情報部

  

Ａ．研究目的 

 

（背景）患者に関する重要事項を平日日

中の勤務者から夜間当直者へ、または夜

間当直者から休日日直者へ、休日日直者

から夜間当直者へと引き継ぐことは、全

ての医療機関、また勤務する医療従事者

にとって当然の責務である。効率的、か

つ確実に行う方法が模索されてきた中

で、急速に普及してきた電子的ツールに

期待する声は大きい。  

 

（目的）そこで本研究課題では、医療機

関へのヒアリングを通して現在の取り組

み、特に電子的な引き継ぎ方法の採用状

況について把握した。また、文献調査を

平行して実施し、それぞれの医療機関で

抱える課題と照らし合わせて考察するこ

とを目的とする。 
＜各年度の目標＞本研究は 1年間で実施

する。1年間で上記の目的に到達するこ

とを目標とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 

本研究班員へのヒアリングを通して、

所属するそれぞれの施設での状況を収集

した。また、文献調査で国内の動向を把

研究要旨 

【背景】患者に関する重要事項を日当直勤務者へ確実に引き継ぐことは、医療安全上の重要な責

務である。効率的な方法が模索されてきたが、急速に普及してきた電子的ツールに期待する声は

大きい。【目的】電子的な引き継ぎ方法に関して、現状と課題を明らかにすることを本研究の目

的とする。【方法】本研究班員へのヒアリングを通して、それぞれの所属施設での状況を収集し

た。また、文献調査で国内の動向を把握した。施設の機能と規模、設置母体などの背景を踏まえ

て、電子的手段を用いた引き継ぎの理想的な形態を検討した。【結果】電子カルテの汎用的機能

の流用・応用に留まる施設が目立つが、電子カルテとは直接接続しないインターネット系の汎用

的チャットサービスを併用する施設もあった。先進的な施設では、サイバーセキュリティ対策と

個人情報保護に配慮した電子カルテのオプション機能としてのチャットツールを導入し、病院が

貸与するスマートフォンを用いて、院内のみならず帰宅後の院外からでもアクセスが可能となっ

ていた。【考察】サイバーセキュリティ対策を施し、個人情報保護に配慮した仕様にすればその

分費用は高騰する上、病院としてスマートフォンを調達するとさらに費用は上積みされる。一方

で、電子カルテを提供する各事業者においては、最新版の標準パッケージ機能としてチャットツ

ールの実装を追随する傾向があり、それぞれの医療機関の実情に応じて機能拡張できるよう工夫

されている。【結論】医療安全に寄与するものであることは当然のこと、サイバーセキュリティ

対策と個人情報保護に配慮し、費用対効果を勘案してユーザビリティの高いツールを導入するこ

とが求められる。 
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握した。施設の機能と規模、設置母体な

どの背景を踏まえて、電子的手段を用い

た引き継ぎの理想的な形態を検討した。 

保険医療機関の実臨床において定常的に

行われていることの実態調査であり、か

つ、個人情報を取り扱わないため、倫理

面への特別な配慮は不要と判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

 日当直簿の記録や口頭での引き継ぎ以

外に、電子的な引き継ぎの手段を用いて

いる施設を表 1にまとめた。結果とし

て、今回情報が収集できたのは、病床数

が 200床以上の中規模・大規模病院のみ

であった。 

 

 
（表 1：ヒアリング施設における電子的

手段を用いた引き継ぎの実施状況） 

 

電子カルテを用いた通常の診療録記載を

徹底したり、標準的機能として実装され

ている掲示板や付箋機能など、汎用的機

能の活用に留まる施設が目立った。電子

カルテとは直接接続しないインターネッ

ト系の汎用的なチャットサービスを併用

する施設もあった。ケアミックスの中規

模病院である A病院は先進的技術の導入

に積極的であり、サイバーセキュリティ

対策と個人情報保護に配慮した、電子カ

ルテのオプション機能としてのチャット

ツールを導入していた。さらに、病院が

貸与するスマートフォンを用いて、院内

のみならず帰宅後の院外からでもアクセ

スが可能となっていた。（新医療 581:22-

25, 2023）（病院 82(4):318-321, 2023）

前述のとおり、電子カルテの汎用機能の

利用に加えて、インターネット系の汎用

的なチャットサービス（医療用に特化さ

れていないもの）を併用する施設も存在

した。その場合、使用するスマートフォ

ンは個人所有のもの（以下、BYOD: Bring 
Your Own Device）であり、病院が調達し

たものではなかった。 

図 1に電子カルテ汎用機能を応用した

事例を示す。日当直の時間帯に特に注意

を払うべき患者を登録し、引き継ぐべき

重要事項をフリーコメント欄に記載す

る。日当直帯に何らかの特記すべき対応

を行った場合は、その旨を追記できる仕

組みになっていた。 

 

 
（図 1：電子カルテの汎用的な機能とし

ての「チーム患者機能」を利用して、当

直時に注意を払うべき患者を登録する画

面） 

 

Ｄ．考察 

 

患者に関する重要事項を平日日中の勤

務者から夜間当直者へ、または夜間当直

者から休日日直者へ、休日日直者から夜

間当直者へと引き継ぐことは、全ての医

療機関、また勤務する医療従事者にとっ

て当然の責務である。効率的、かつ確実

に行う方法が模索されてきた中で、急速

に普及してきた電子的ツールに期待する

声は大きい。しかし、電子的ツールの導

入にあたっては、昨今世界的な問題とな

っているサイバーセキュリティへの周到

な対策が必須であり、個人情報保護への

配慮を欠かすこともできない。医療機関

の経営は全国的に悪化の一途をたどって

おり、高額な費用に対して十分な効果が

あるのかを考えると、投資へ二の足を踏

むのもやむを得ない状況に陥っている。

医療安全に関わる出来事は、ひとたび重

大な事象が発生するとその患者にとって

は金銭をもって代えがたい事態となるわ

けであり、単純に経済学的な費用対効果

論で済ませることができず、厳しい経営

判断が迫られることになる。 

以下に示す図 2は、電子的な引き継ぎ

ツールとしてスマートデバイスを用いた

病院機能 設置母体 病床数 引き継ぎツール スマートフォン 備考
A ケアミックス 民間 200～299 電子カルテオプション機能 病院貸与 院外からの接続可能
B 特定機能病院 公的 500～ 電子カルテ汎用機能 なし
C 急性期 民間 500～ 汎用型チャットサービス BYOD 電子カルテ接続なし

D 急性期 民間 300～399
電子カルテ汎用機能
汎用型チャットサービス

BYOD 電子カルテ接続なし

E 特定機能病院 公的 500～ 電子カルテ汎用機能 なし
F 急性期 公的 500～ 電子カルテ汎用機能 なし
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「チャット」に仮定した場合の、現在考

えられ得る構成図である。 
 

 
（図 2：従来のオンプレミス型・データ

センター型の病院情報システムを前提と

して、引き継ぎツールにはチャットツー

ルを使った場合を想定した構成図） 

 

前述の A病院のように、サイバーセキュ

リティ対策と個人情報保護に配慮した電

子カルテのオプション機能としてのチャ

ットツールを提案する事業者も存在す

る。A病院では医師用に病院が調達した

スマートフォンを用いて、院内用途に限

定せず帰宅後の院外からでもアクセス可

能な仕組みになっていた。果敢に先進的

な取り組みを行い、その効果を着実なも

のとした好事例であった。しかし、サイ

バーセキュリティ対策を施し、個人情報

保護に配慮した仕様にすればその分費用

は高騰する上、病院でスマートフォンを

調達すればさらに費用は上積みされるこ

とも事実であり、多くの病院にとって高

いハードルとなっている。特に、病院の

規模が大きくなるほど所属する医師数も

多くなり、病院が一括してスマートフォ

ンを調達することは困難と言える。バッ

テリーの寿命には限界があり、機器自体

の耐用年数を待たずにバッテリーだけの

交換をする必要が生じることはしばしば

で、紛失や破損も一定頻度で発生する。

そのようなリスクを軽減するため、買い

取りではなくリースプランを用意する事

業者もある。一方で、BYODも選択肢とな

るが、BYOD であっても病院情報システム

への接続にあたっては万全のセキュリテ

ィ対策が施されていなければならない。

また、個人情報保護の観点では端末自

体、もしくは個人が契約するクラウド上

にデータが保管されることがあってはな

らず、相応の費用を投じて懸念を払しょ

くする必要がある。さらに、通信は医師

個人が契約する携帯電話回線に依存する

わけであり、病院業務へ使用することに

ついて費用負担の合意形成が求められる

ことも想定される。 

A病院は時代を先取りする取り組みを

行ったが、電子カルテを提供する各事業

者においては、最新版の標準パッケージ

機能としてチャットツールの実装を追随

する傾向が出てきている。図 3に示した

例では、スマートフォンを調達できない

場合、特に院内限定のものすらない場合

であっても、電子カルテの PC端末だけで

も使用することができる仕組みとなって

いる。仮に、その後に院内限定のスマー

トフォンを準備できたとすれば、スマー

トフォンを併用することができるように

なり、院外でも使用可能なスマートフォ

ンを調達できれば、院外からもアクセス

できるというような機能の拡張性を有し

ている。 

 
（図 3：電子カルテパッケージ機能として

のチャット画面の１例、https://www.nec-

solutioninnovators.co.jp/sl/ncs/index.

html） 

 

電子カルテを用いた効果的な方法を見

出せない場合、また、電子カルテの汎用

機能を補完する目的で、インターネット

系の汎用的なチャットサービスを利用す

る施設も増えている(新医療 581:42-45, 

2023) (新医療 581:46-49, 2023)。但

し、プライベートクラウドとしての特別

な契約を締結せずに、不特定多数が利用

するいわゆるパブリッククラウドのまま

で利用するのであれば、それは個人情報

保護を担保していない状況だと考えるべ

きである。使用を禁ずる必要まではない

とは言え、患者個人が特定可能な情報を

書き込まないよう、厳密なルールの策定

と周知徹底が必須である。今回のヒアリ

ング対象病院に該当するものはなかった

が、そのような懸念に対応して、病院業

務に特化したツールも商業展開されてい

る（病院 82(4):322-327, 2023）。 
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中小規模の病院では日当直医師を中核

病院からの派遣医師が担当したり、人材

派遣会社からの単回派遣の医師が担当し

たりする実情がある。また、電子カルテ

が未導入の病院も一定数存在する。その

ような状況において、常勤医師が非常勤

医師と電子的なツールでやり取りするこ

とは困難であり、従来からの日当直簿や

口頭での引き継ぎに依存せざるを得ない

のも現実である。一方で、医師確保戦略

の一環として、また働き方改革への対応

としていわゆる Dx(デジタルトランスフ

ォーメーション)へ積極的な姿勢をとる施

設もある。厳しい経営環境の中、医療安

全へ最大限配慮しつつも、その施設の実

情に合わせて最適な方法を模索すること

が続きそうである。 

最後に、電子化は単なる手段の一つに

過ぎず、必要な情報を適切な場所に記録

する日頃からの行動と、引き継ぎを行お

うとする医師の能動的な態度が大前提で

ある。仮に情報が自動抽出される機能

や、人の手を介さずに情報が自動送信さ

れる機能があったとしても、自ら情報を

入手しようとする態度やプッシュ送信さ

れてきた情報を進んで受け取ろうとする

行動がなければ、先進的な技術は全く役

に立たない。サイバーセキュリティ対策

や個人情報保護に関するリテラシーを含

めて、「電子化と教育は両輪である」と言

えよう。 

 

Ｅ．結論 

 ユーザーたる医師が率先して使いたく

なる機能であることが求められる。一方

で、医療安全に寄与するものであること

は当然のこと、サイバーセキュリティ対

策と個人情報保護に配慮し、費用対効果

を勘案して導入することが求められる。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｇ． 知的財産権の出願・登録状況 

 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他  

 なし 
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電子カルテ機能の応用
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構成図
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最新パッケージ機能
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ヒアリング結果
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 
引き継ぎ体制の整備に資する研究 

 
分担研究報告書 

医師の働き方改革に伴う当直体制変更における現状と課題 
―単施設の経験― 

 
研究分担者 山口 悦子（中上 悦子）大阪公立大学大学院医学研究科 

医療の質・安全管理学・准教授/医学部 
附属病院  医療の質・安全管理部・ 
病院教授・部長

     研究協力者 

 大阪公立大学医学部附属病院 

医療の質・安全管理部 副部長 

德和目 篤史 

Ａ．研究目的 

（背景）令和６年度から適用が開始される医

師の働き方改革では、質・安全が確保された

医療を持続可能な形で患者に提供すること

を目標として、医師に対する時間外労働の

制限等が課される。医師の労働時間短縮を

進める方策として、シフト制度・休日当番医

制度・オンコール体制等の導入等が検討さ

れている。その結果、従来は主治医・担当医

の時間外労働により行われていた入院患者

への対応が、主治医・担当医以外の医療職

（医師・病棟看護師等）への引き継ぎを介し 

て委譲されることが想定される。入院患者の

勤務時間帯間の引き継ぎは、情報伝達エラ

ーが発生しやすい患者安全上のハイリスク

場面であることが知られており、引き継ぎの

教育プログラムの導入によりエラーや有害事

象の低減に成功した海外の先行事例がある

ことも踏まえ、医師の働き方改革に伴う患者

安全上の負の側面を最小化し最大の効果を

得るため、効率的で質の高い引き継ぎの体

制を全国の医療機関に整備・均てん化する

ことが急務となっている。本研究では、入院

患者に関する勤務時間帯間の質の高い引き

継ぎ体制を整備・均てん化することを目指

す。これにより、情報伝達エラー等の有害事

象を防止し、患者ケアの責任移譲を伴う診療

の継続性を維持する。具体的な目的として、

①医師による引き継ぎの現状把握（好事例

研究要旨 

令和６年度から適用が開始される医師の働き方改革では、質・安全が確保された医療を持続可能

な形で患者に提供することを目標として、医師に対する時間外労働の制限等が課される。本分担

研究では、通院患者の時間外受診に対応するためグループ当直制を導入した施設において、当直

帯における医師の働き方と引き継ぎの現状・課題を調査し、改善策を探索した。対象施設である

大学医学部附属病院で、試行中のグループ当直体制の現状と課題および改善を議論するオンライ

ン会議を開催した際に、会議録として収録した音声のテキストデータを用い、主題分析を行った。

また、対象施設で開催した通院中の時間外受診患者受け入れ体制に関する研修会終了後、体制改

善を目的としたアンケート調査を実施し、収集された回答の一部に対して単純集計と内容分析を

行った。結果、医師たちから「病状の判断・対応への不安」「患者の受け入れや入院先に関する

課題」「体制に関する課題」「引き継ぎや申し送りに関する課題」が指摘された。医師たちの協議

に基づいて開催した研修会後のアンケート調査では、これらの指摘に加え、医師間のコミュニケ

ーションや協力体制の課題、さらに看護師特有の業務上の課題も明らかになった。これらの課題

への対策として、対象施設では患者の病態判断基準案の作成、研修会の実施、および情報収集用

台帳の改善を行った。 
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収集等を含む）、②望ましい引き継ぎ体制の

立案、③望ましい引き継ぎ体制の実装のた

めの方略の検討を行う。 

（本分担研究の目標） 

本分担研究では、分担者が所属する施設

の単施設研究として、グループ当直体制を

導入して間もない時期の、当直帯における

医師の働き方および引き継ぎ体制の現状把

握、課題を調査し、改善の方策を探索する。 

Ｂ．研究方法 

１．対象施設と体制 

(1) 対象施設 

対象施設は、分担者が所属する大学医学

部附属病院で、特定機能病院である。 

(2)新しい当直体制 

対象施設では、働き方改革に対応するた

めに検討委員会を設置し、それまでの各科

に当直医を置く体制からグループ当直制へ

の移行を目指し、まず「通院中患者」の時間

外受診患者を受け入れる仕組みを構築した。

「通院中患者」とは、1 年以内に再審予約の

ある患者と定義した。なお、入院中の患者に

も対応するため、当分の間、各科当直も並行

して継続することとした。 

「通院救急チーム」は、内科系診療科 2 名

とマイナー科（耳鼻咽喉科・形成外科・整形

外科・泌尿器科・眼科・皮膚科）2 名の 4 名で

構成され、加えて研修医 1 名が配置された。 

図１通院中の時間外受診患者受け入れ体制 

 

まず、事務当直が患者や救急隊から電話

を受けると、小児科・産婦人科の患者および

脳血管障害または虚血性心疾患疑いの患

者を除いた通院中患者について「通院救急

チーム」の医師に連絡する。 

患者が入院する場合、入院先が一般病棟

であれば通院救急チームの医師が入院の業

務を行う。集中治療室(以下、ICU）や高度治

療室(以下、HCU)に入院する場合は、外科

（消化器・乳腺・肝胆膵・呼吸器・心臓血管）

と循環器内科・集中治療科からなる集中治

療担当チームが引き継ぎ、業務を行う。翌朝、

集中治療科が全ての入院患者の主担当診

療科を決定して、転科と転棟を指示する。 

(3) 当直帯における引き継ぎ体制 

 当直帯は、夜間は 17 時、休日は 9 時から

翌朝 8 時 30 分までで、それぞれ４つの時間

帯に分けて、4 名の医師が交代で時間帯の

主担当(1st)となる。主担当の医師は必要に

応じて 2nd 以下の医師と共に診療にあたり、

研修医を指導する。 

当直医 4 名は当直帯に入るときと朝、集合

してミーティングを行う。同じ時間帯に電話や

患者対応が重なった場合は、次の順位の担

当者が引き受ける。たとえば 1st の時間帯に

2 人の患者からほぼ同時に電話があったとす

ると、1 人目は 1st が、2 人目は 2nd が対応

する。また重症で手が離せない等の場合も、

順次、呼び出し順位が下位の当番医が対応

する。また、時間帯当番が終了するまでに診

療録を記載するとともに、病院情報システム

内に作られた「台帳」ツールに自分が対応し

た患者の情報を入力する。 
表１ 時間枠と当番 

開
始
時
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ 

当番
医 

時間帯
① 

時間帯
② 

時間帯
③ 

時間帯
④ 終

了
時
引
き
継
ぎ 

A 1st 4th 3rd 2nd 

B 2nd 1st 4th 3rd 

C 3rd 2nd 1st 4th 

D 4th 3rd 2nd 1st 

 

2. データの収集 

① 会議録のテキストデータ 

対象施設で、試行中のグループ当直体制

の現状と課題および改善を議論するオンライ

ン会議(Zoom Meeting, Zoom 社)を開催した

際に、会議録として収録した音声のテキスト

データを分析した。 

② アンケート調査のデータ 

対象施設で開催した通院中の時間外受

診患者受け入れ体制に関する研修会終了

後、体制改善を目的としたアンケート調査を

実施した。分析対象とした回答項目は以下

の通りである。 
・職種および職種経験年数（選択肢） 

・医師の診療科の分類（選択肢） 

・通院中時間外受診患者受け入れ体制における

医師の働き方の課題（自由記述） 

 体制・応援要請・研修医の指導等で困った経験 

の有無とその内容 

・通院中時間外受診患者受け入れ体制の時間

枠当番医師間の引き継ぎ体制に関する課題 

（自由記述） 
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3. データの分析 

①会議録のテキストデータ 

オンライン会議システムから音声を抽出し

テキストデータに変換した。このデータに対し

て質的分析ソフト(NVivo 14, Lumivero 社）を

用いて主題分析を行った。 

②アンケート調査のデータ 

回答形式が選択肢である回答は、単純集

計した。回答形式が記述式である回答は、

上述の質的分析ソフトを用いて内容分析を

行った。 
4．倫理面への配慮 

本研究は、大阪公立大学大学院医学研

究科の倫理委員会の承認を得て行われた。

本研究は侵襲を伴わず、介入を行わず、試

料を用いない研究である。会議録のテキスト

データとアンケート調査のデータ（対象項目）

については、対象者より適切な同意を得、そ

のことを記録した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 通院中救急患者のためのグループ当直

体制について議論した会議録の分析 

 オンライン会議には、当直業務に携わって

いる 4 名の医師が参加した。 

(1) 現状の把握と課題の抽出 

当直業務の働き方や引き継ぎの現状と課

題については、「病状の判断や対応への不

安」（3 サブテーマ）、「患者の受け入れや入

院先に関する課題」（4 サブテーマ）、「体制

に関する課題」（4 サブテーマ）、「引き継ぎ

や申し送りに関する課題」（5 サブテーマ）の

4 つのテーマが抽出された。 
表１ 当直業務の働き方や引き継ぎの現状と課題 

1. 病状の判断や対応への不安 

電話で受診させるかどうかの判断するのが難しい 

どのような場合に救急科に応援を依頼したらよいの

かわからない 

専門医の資格があるからといって重症患者の対応

ができるわけではないので不安 

2. 患者の受け入れや入院先に関する課題 

診察後に対応を依頼する診療科や病床の状況が 

わからず、患者を受診させて良いか不安 

他診療科の受け入れ状況の確認や転送する他院

への連絡を、全て当直医が行うのは大変 

ケアユニットか一般病棟か、入院先の判断が難しい 

基準を満たさない患者のケアユニットへの入院が 

難しい 

3. 体制に関すること課題 

グループで当直する体制に慣れていない 

担当時間帯終了ぎりぎりに電話がかかってきて、 

そのまま診療を続けることになる 

研修医の指導は確立されておらず、仕事をさせなか

ったり、任せきりにしたりする 

研修医を教える自信がないので声をかけないし、 

放置してしまう 

4. 引き継ぎや申し送り方法に関する課題 

引き継ぎはカルテ記載と台帳記入し、台帳を確認

し、必要に応じて連絡を入れる 

入院患者は、交代した次の時間帯の当番が回診 

することになったが浸透していない 

当番医が交代で一般病棟に入院させた患者を管理

することに不安を覚える 

入院させた患者を当番医で交代しながら管理する

際、患者の入院先が把握しづらく大変 

現在の台帳は、対応した患者の状況がわからず、

効果的な引き継ぎのツールになっていない 

 

(2) 改善の方策 

 改善の方策として、「判断基準の整備と研

修」（4 サブテーマ）、「病院としての支援シス

テムや体制づくり」（3 サブテーマ）、「引き継

ぎのツールや方法の見直し」（2 サブテーマ）

の三つのテーマが抽出された。 
表 2 改善の方策 

1. 判断基準の整備と研修 

電話での判断が難しい場合に基準があると安心で

きるし、安全である 

受け入れた後、患者の重症度を判断する明確な 

判断基準があるとよい 

研修会では、診断ではなく病態や病状を把握でき

るようになるための基準を学ぶ 

病態の判断基準を作れば、研修医を教えながら診

療をする際にマネジメントできる 

2. 病院としての支援システムや体制づくり 

担当時間帯の中で、電話を受ける時間の制限を決

めてほしい 

これ以上は受けられないという情報を共有する 

アラートシステムが必要 

自院で対応できない場合に依頼できる病院の 

リストを作り、事務で電話をつないでくれる 

3．引き継ぎのツールや方法の見直し 

入院患者や入院先病棟、転棟先病棟がわかる台

帳があればよい 

隣同士の時間帯の当番医が重なる時間を作って、

引き継ぎができるようにする 

 

2. アンケート調査の結果 

 2025 年の 3 月に、通院中の時間外受診患

者に対応する当直体制の説明と、来院時、

患者の病態を判断する基準を解説する研修

会を開催した。研修会後にアンケート調査を

依頼し 29 名から回答を得、そのうち 26 名が

本分担研究への使用を許諾した。 
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表 3 回答者内訳 

医師 
看護師 

その他 
計 

全 
外科系

G 

内科系

G 

マイナ

ー科 
他 

16 2 10 3 1 10 26 

※G:グループ 

※マイナー科：耳鼻咽喉科・形成外科・整形外科・泌尿器

科・眼科・皮膚科 

※他：小児・産婦人科・脳血管障害&虚血性心疾患チー

ム・放射線・麻酔 

 

(1) 通院救急チームの体制で困った経験 

 医師の半数（8名）、看護師の 30%(3名)が、

通院救急チームの体制で困った経験がある

と回答した。 
表 4 通院救急チームの体制で困った経験がある 

  はい いいえ 

医師  8 8 
 外科系グループ 0 2 
 内科系グループ 6 4 
 マイナー科 2 1 
 他 0 1 

看護師 

その他 
 3 7 

計  11 15 

※マイナー科：耳鼻咽喉科・形成外科・整形外科・泌尿器

科・眼科・皮膚科 

※他：小児・産婦人科・脳血管障害&虚血性心疾患チー

ム・放射線・麻酔 

 

 「はい」と答えた医師、看護師の回答は、下

記の通りであった。 
表 5 自由記述のまとめ（通院中の時間外受診患者

受け入れ体制の困難） 

医師 

専門外の疾患への対応に困る 

受け入れ可否の判断に迷った 

転院を依頼された時のルールが明確ではなく、 

判断に困ったり、関連診療科が非協力的だったり 

電話対応のみでも手が回らなくなることが多々ある 

自診療科の当直と兼ねているとき、通院救急 

チームの対応と重なり困る 

患者家族が院内で具合が悪くなった時、通院救急

チームで見なければいけないのか迷う 

看護師 

ケアユニットに入院させるために過剰な医療を 

せざるを得ない 

医師がケアユニットの電子カルテの操作ができない 

ケアユニットの電子カルテは一般病棟と異なる 

ため、一般病棟で他の患者の対応をしている医師

が指示を入れるのが遅い 

通院患者の受け入れ態勢が始まってからケア 

ユニットの負担が大きすぎる 

医師とのコミュニケーションで困ったことがある 

 

(2) 応援要請で困った経験 

 医師 2名、看護師 1名が、応援要請で困っ

た経験があると回答した。 

表 6 通院救急チームの体制で困った経験がある 
  はい いいえ 

医師  2 14 
 外科系グループ  2 
 内科系グループ 1 9 
 マイナー科 1 2 
 他  1 

看護師 

その他 
 1 9 

計  3 23 

※マイナー科：耳鼻咽喉科・形成外科・整形外科・泌尿器

科・眼科・皮膚科 

※他：小児・産婦人科・脳血管障害&虚血性心疾患チー

ム・放射線・麻酔 

 

 「はい」と答えた医師、看護師の回答は、下

記の通りであった。 
表 7 自由記述のまとめ(応援要請時の困難) 

医師 

非協力的な医師がいる 

看護師 

患者の状態が悪化した際、ケアユニットで担当する

外科系グループの医師が受け入れを拒否する 

 

(3) 研修医を関わらせることで困った経験 

内科系の医師 1 名が「はい」と回答したが、

詳細は不明であった。 

(4) 引き継ぎで困った経験 

医師 4名、看護師 2名が、引き継ぎで困っ

た経験があると回答した。 
表 8 引き継ぎで困った経験がある 

  はい いいえ 

医師  4 12 
 外科系グループ 0 2 
 内科系グループ 4 6 
 マイナー科 0 3 
 他 0 1 

看護師 

その他 
 2 8 

計  11 15 

※マイナー科：耳鼻咽喉科・形成外科・整形外科・泌尿器

科・眼科・皮膚科 

※他：小児・産婦人科・脳血管障害&虚血性心疾患チー

ム・放射線・麻酔 

 

 「はい」と答えた医師、看護師の回答は、下

記の通りであった。 
表 9 自由記述のまとめ(応援要請時の困難) 

医師 

担当時間帯終了ぎりぎりに電話がかかってきた 

場合に、ルールが決まっていないため人間関係が

悪くなる 

医師間でコミュニケーションがとりにくい風土がある 

患者受け入れ体制のルールを知らない診療科や 

医師、ルールを守らない医師がいる 

看護師 

1 回の当直帯で医師の交代が多く、電話で名乗ら 

ない者もいて、誰が担当しているのかがわからない 
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Ｄ．考察 

1. 通院中の時間外受診患者受け入れ体

制の現状と課題 

 通院中患者の時間外受診受け入れ体制

について、内科系グループ医師、マイナー

系グループ医師、救急科医師と会議を実

施し、現状と課題について協議を行った。

その結果、医師たちは電話対応時や患者

来院時における【病状判断や対応への不

安】を抱えていることが明らかになった。特

に、病状・病態の判断に対する不安に加

え、【患者の受け入れや入院先に関する課

題】が浮き彫りとなった。具体的には、入院

の必要性を判断後も、ケアユニットか一般

病棟かの振り分けが困難であること、利用

可能な病床の把握が難しいこと、当直医が

入院先との連絡調整を担う負担、さらには

受け入れ不可の場合の転院先の探索と連

絡という負担が指摘された。これらの不安

や困難の背景には【体制に関する課題】が

あることも判明した。具体的には、グループ

当直制への不慣れから生じる当番同士の

連携・協力の困難さ、また研修医への指導

に関する不安や指導時間の確保が難しい

現状が存在し、チームとして働くことが困難

な現状がうかがえた。 

これらの通院中患者の受け入れ体制の

課題は、【引き継ぎや申し送り方法に関す

る課題】と密接に関連していた。医師たち

は情報の引き継ぎと確認のためのルール

が十分に浸透していないことや、申し送り

が不十分であることから、当番を交代して

入院患者を管理することに不安を覚えてい

た。特に、情報共有の重要なツールである

台帳の機能性の低さが問題となっていた。 

 アンケート調査からも同様の課題が確認

された。具体的には「専門外の疾患の対応

に困る」、「受け入れ可否の判断に迷う」、

「転院を依頼された時のルールが明確で

はなく、判断に困ったり、関連診療科が非

協力的だったり」「電話対応で手が回らなく

なる」などが挙げられ、会議録で指摘され

た問題点と一致していた。また、医師間の

コミュニケーションや協力体制の課題も浮

き彫りとなった。さらに、アンケートでは看

護師特有の視点からの課題も明らかにな

り、医師からは把握しづらい看護師の業務

負担や実務上の困難が指摘された。 

2.課題を解決するための方策 

これら現時点での課題を克服するため、

会議では、医師たちがいくつかの改善策を

提示した。【判断基準の整備と研修】を行う

ことで、電話対応や来院時の病状の判断

に不安がなくなり、研修医に対しても診療

科を問わず指導しやすくなる。また、医師

たちが円滑に判断し、迅速に患者に対応

するためには【病院としての支援システム

や体制づくり】が重要である。交代のルー

ルの明確化と周知も重要である。また病床

の状況や受け入れ可能かどうかの情報を、

医師があちこちに連絡して集めるのではな

く、適切なタスクシフトが望まれる。 

判断基準が明確となり、判断や情報収

集の負担が軽減されてはじめて、引き継ぎ

のための情報提供や申し送りのためのコミ

ュニケーションへとエフォートを割ける。引

き継ぎのツールである台帳は、誰でも必要

な情報を入力でき、かつ収集できるように、

構造化されていることが望ましい。 

対象病院では、医師たちの協議の結果

を受けて、患者の病態を判断するための

基準案をつくり、2025 年の 3 月に研修会

を実施した。また通院救急チームの働き方

に合わせた必要項目が網羅され、患者の

病態が把握できるように構造化された台帳

に改善して、試用を開始したところである。 
 

Ｅ．結論 

 本分担研究では、通院患者の時間外受診

に対応するためグループ当直制を導入した

施設において、当直帯における医師の働き

方と引き継ぎの現状・課題を調査した。体制

の課題を協議する会議では、医師たちから

「病状の判断・対応への不安」「患者の受け

入れや入院先に関する課題」「体制に関する

課題」「引き継ぎや申し送りに関する課題」が

指摘された。医師たちの協議に基づいて開

催した研修会後のアンケート調査では、これ

らの指摘に加え、医師間のコミュニケーション

や協力体制の課題、さらに看護師特有の業

務上の課題も明らかになった。これらの課題

への対策として、対象施設では患者の病態

判断基準案の作成、研修会の実施、および

情報収集用台帳の改善を行った。 
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Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｇ． 知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他  

 なし 
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別添 
 
改善された引継ぎ台帳のイメージ 

日付 

（自動 

入力） 

当直 

時間帯 

▼ 

対応時刻 対応者 患者 ID 診療科 
転帰 

▼ 

入院先 

病棟 

▼ 

原疾患、

主訴、経

過、診察・

検査、患

者指導、

処置等 

対応後の 

病状 

（引継ぎ

時） 

注意点・ 

問題点 

起こりうる 

病状の変化

悪化の予測 

その他 

依頼事項 
備考 

●月●日 
（宿）17:00

～ 
18:30 ABC 1111111 ○○科 入院 HCU             

  
（宿）20:30

～ 
21:00 DEF 2222222 ○○科 

電話対応の

み来院せず 
             

  （宿）0：00～       ○○科 他院紹介              

  （宿）4:30～       ○○科 
診察のみ帰

宅 
             

  （日）9:00～         入院 ICU/CCU             

  
（日）11:00

～ 
        入院 〇病棟             

  
（日）13:00

～ 
                        

  
（日）15:00

～ 
                        

▼プルダウンメニュー 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 
引継ぎ体制の整備に資する研究 

 
分担研究報告書 

脳神経外科の医師の働き方改革への対応と医師の引継ぎの現状および看護師との協働・連

携、今後の医療機関における引継ぎ体制の検討 

  
研究分担者 寺井美峰子 公益財団法人田附興風会 医学研究所 保健・健康研究部 

部長（看護部長）

 

研究協力者 

椎橋美月（公益財団法人田附興風会 医学

研究所北野病院、副看護部長） 

 

Ａ．研究目的 

（背景）令和６年度から適用開始となっ

た医師の働き方改革では、医師の労働時

間短縮を進める方策として交替制（シフ

研究要旨 

令和６年度から適用開始となった医師の働き方改革による体制や引継ぎ方法・内容は、診

療科による違いがあることも予測される。本分担研究の目的は、脳神経外科の医師の働き方

改革への対応と医師の引継ぎ（申し送り）の現状、看護師への影響や協働・連携の現状把握

を行い、医療の質・安全の観点から医療機関において望ましい引継ぎ体制の検討・立案に資

することとする。 

４医療機関（JCI認定病院を含む）の医師または看護師が調査に参加し、情報収集を行っ

た。医師の働き方改革における時間外・休日労働時間の上限水準は、３施設がＡ水準、１施

設がＣ-１水準であり、脳神経外科の診療体制は、２施設が働き方改革前と変化なく日当直

体制を継続し、体制変更となった施設は、宿日直から日当直体制となった１施設、日当直体

制から日勤・夜勤の２交替制に変更した１施設であった。日当直または 2交替制により主治

医・担当医が不在となる時間が生じ、医師間等における患者情報の引継ぎの重要性が高まっ

ていた。 

脳神経外科の医師間の引継ぎでは、４医療機関において働き方改革前との変化は無かった

が、好事例として、１施設では患者回診方式による口頭での引継ぎとその記録を共有し、１

施設（JCI認定病院）では、引継ぎに関する院内規定に則った引継ぎと記録が行われていた。

医師・看護師間の口頭の引継ぎがある施設はなく、看護師は医師の診療記録から情報共有を

行っていて、医師の記録が重要な役割を果たしていた。 

医療機関における「引継ぎ」および引継ぎの記録等に関する手順書等があるのは１施設

（JCI認定病院）のみであった。医療機関において引継ぎに関するルールや手順書が整備さ

れることによって引継ぎが可視化され、その仕組みが効果的に実践されるためのチーム・ト

レーニングも実施されることで、安全で質の高い引継ぎの実施に繋がると考えられた。引継

ぎに関連したヒヤリハットおよびインシデント等の事例収集・検討体制が整備され機能して

いる医療機関は１施設（JCI 認定病院）のみであったが、その施設では年間 150 件を超える

引継ぎ関連インシデント事例が報告・検討され、改善に活用されていた。引継ぎに関連した

有害事象を病院として把握して、継続的に改善するために、インシデント収集を推進するこ

とが重要である。 
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ト制）・日当直医制・オンコール体制等

が導入されている。その結果、救急外来

および入院患者への対応が、主治医・担

当医以外の医療職（医師・病棟看護師

等）への引継ぎを介して委譲されている

ことが想定される。そして、医師の働き

方改革による体制や引継ぎ方法・内容

は、診療科による違いがあることも予測

される。 

また、患者の勤務時間帯間の引継ぎ

は、情報伝達エラーが発生しやすい患者

安全上のハイリスク場面であることが知

られている。JCI（Joint Commission 

International）認定病院においては、

JCI が掲げている国際患者安全目標

（IPSG）の 2番目の目標に「効果的なコ

ミュニケーションの改善を図る」ことが

あり、その認定要件に「病院は、引継ぎ

のプロセスを作成し、実行する」ことが

求められているため、患者安全に貢献す

る質の高い引継ぎを行う体制づくりに取

り組んでいる実態があると推測される。 

医師の働き方改革に伴う患者安全上の

負の側面を最小化し最大の効果を得るた

め、効率的で質の高い引継ぎの体制につ

いて情報収集して検討し、提案・推進す

る必要性が高まっている。 

（目的）本分担研究では、脳神経外科の

医師の働き方改革への対応と医師の引継

ぎ（申し送り）の現状と看護師への影響

や協働・連携の現状把握（好事例収集お

よび引継ぎの阻害要因収集等を含む）を

行い、医療の質・安全の観点から医療機

関全体において望ましい引継ぎ体制の検

討・立案に資することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究の意義・方法について賛同した医

療機関（JCI認定病院を含む）の医師また

は看護師にヒアリングを行う。医療安全管

理部門の医師または看護師にヒアリング

を行う方法と、脳神経外科の医師および脳

神経外科病棟の看護師にヒアリングを行

う方法を提示し、効果的な方法を検討・実

施する。医療安全管理部門の医師または看

護師にヒアリングを行う場合には、脳神経

外科の医師および脳神経外科病棟の看護

師からの情報収集について事前に依頼し、

ヒアリング項目・内容を提示して充分な説

明を行う。 

ヒアリングでの情報収集内容について

は主として下記の項目をもとに、脳神経外

科の引継ぎについての現状把握に関する

情報収集を行うとともに、医療機関全体の

医療の質・安全の観点における好事例や引

継ぎ阻害要因等の情報も収集する。 

ヒアリングでの情報収集の項目は、１）

病院全体の医師の働き方改革の体制（Ａ水

準、フレックスタイム制、等）、２）脳神

経外科の日当直体制（人員構成など）、３）

脳神経外科の勤務交代時の医師間や医師

と看護師等他職種との引継ぎについて、４）

脳神経外科の働き方改革により引継ぎに

関して変化したこと、工夫したこと、困っ

ていること等、５）病院全体の引継ぎにお

ける情報伝達エラー等の有害事象の収集

や分析、改善策について、６）望ましい引

継ぎ体制の立案、実施のための方略につい

て、７）その他（RRS 体制等）、とした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は医療機関を対象とし、人を対象と

する生命科学・医学系研究ではないため、

倫理面で特別な配慮が必要な事項はない

と考えられる。ただし、調査に協力した医

療機関が特定されないようにするなど、研

究成果の公表に当たっては最大限の配慮

を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

４医療機関（JCI認定病院を含む）の医

師または看護師が調査に参加し、情報収集

を行った。調査に参加した医療機関は大規

模医療機関で、病床数は 2 施設が 500 か

ら 1000 床、2 施設が 1000 床以上であっ

た。設置主体は一般病院（公益財団法人）
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が 2施設、市立市民病院が１施設、公立大

学病院が 1施設であった。情報収集の項目

に沿って下記に情報収集内容を記述する。 

 

１．Ａ医療機関 

一般病院（公益財団法人）、病床数 500

～1000 床 

１）病院全体の医師の働き方改革の体制 

・Ａ水準 

・フレックスタイム制導入（出勤時間・

退勤時間を調節することにより労働時間

の調整を可能とする目的で導入 

２）脳神経外科の日当直体制 

働き方改革前との変化はなかった。 

・日当直 

・医師２名体制、オンコールにより応援

医師による複数体制となる 

・主治医・担当医制 

・病床：脳神経外科病棟とＳＣＵを管理 

３）脳神経外科の勤務交代時の医師間や

医師と看護師等他職種との引継ぎ 

働き方改革による変化は無く、以前から

下記の方法での引継ぎを行っている 

・医師間の引継ぎは、患者回診方式によ

る口頭での引継ぎとその記録の共有 

 例）当直医から日直医または日勤医に

回診しながら口頭での引継ぎを行う。引

継ぎ内容は患者の診療録に記載する 

・脳外科医師全員が Google Chat を使用

して患者の個人情報に配慮して情報共有

を行っている 

例）新入院患者情報や重症患者情報な

どを共有する 

・医師から看護師への引継ぎは行われて

いない 

・看護師は、医師の回診方式による引継

ぎについて認識しているが、同行してい

ない。回診方式の引継ぎ後には診療記録

が記載されているので、その内容を確認

している。診療記録を確認することで、

指示が出ることや、薬剤の中止・変更が

把握できる 

・病院全体の「引継ぎ」や引継ぎの記録

に関するルール・取り決め事項が院内に

は存在していない 

４）脳神経外科の働き方改革により引継

ぎに関して変化したこと、工夫したこ

と、困っていること等 

・特に困っていることはない 

・働き方改革前から回診方式による引継

ぎと記録、Google Chatを使用した情報

共有を行っていて、仕組みができている

ため、働き方改革によって労働時間が制

限されても困っていない 

・看護師が主治医に報告相談する場合、

時間外は当直医が対応し、当直医が「そ

れは主治医に聞いて」ということはな

く、医師間の連携がとれていて対応され

ている。その理由は、看護師と医師との

関係性構築ができていることからだと考

えている。 

５）病院全体の引継ぎにおける情報伝達

エラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

・引継ぎに関するインシデント・アクシ

デント・エラーの情報収集は行われてい

なかった 

６）望ましい引継ぎ体制の立案、実施の

ための方略について 

・回診方式による引継ぎと記録 

・Google Chatを使用した情報共有 

７）その他 

・RRS（Rapid Response System）体制が

あり、急性疾患予後予測スコアである

NEWS（National Early Warning Score）

も活用されているが、引継ぎとの関連は

ない 

 

２．Ｂ医療機関 

市立市民病院、病床数 1000床以上 

１）病院全体の医師の働き方改革の体制 

・Ａ水準 

２）脳神経外科の日当直体制 
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働き方改革前は宿日直体制だったが、調

査により脳神経外科は宿日直許可を取得

できなかった。 

・日当直、人員体制（数）は働き方改革

前と変化なし 

・医師１名体制（脳神経外科、脳神経内

科、小児脳外科の３科の医師で日当直担

当）、オンコールにより応援医師による複

数体制となる 

・主治医制 

・病床：脳神経外科病棟とＳＣＵを管理 

３）脳神経外科の勤務交代時の医師間や

医師と看護師等他職種との引継

ぎ   ・次の勤務帯で担当する医師へ

の情報共有は口頭での申し送り、または

電子カルテ記録で行う 

・引継ぎ内容は、気になる患者や緊急入

院患者についての引継ぎ 

・ＥＲから病棟への入院等の引継ぎは、

電子カルテのテンプレートに必要な項目

を作成して記載するが、記録されていな

いことが多い 

・病院全体の「引継ぎ」や引継ぎの記録

に関するルール・取り決め事項が院内に

は存在していない 

４）脳神経外科の働き方改革により引継

ぎに関して変化したこと、工夫したこ

と、困っていること等 

・主治医制にこだわる医師がいて、主治

医が当直後に不在となり連絡が取れない

場合に困る 

・看護師は、どの医師に連絡したらいい

か困る場合がある 

５）病院全体の引継ぎにおける情報伝達

エラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

・引継ぎに関するインシデント・アクシ

デント・エラーの情報収集は行われてい

なかった 

・最近の事故事例で引継ぎに関連した事

例（急変リスクがある患者の情報共有）

と分析された事例があり、事例概要は、

神経疾患患者が喀痰による窒息、急変と

なったが、ＤＮＡＲかどうかの記載が無

く対応に困った事例であった。 

６）望ましい引継ぎ体制の立案、実施の

ための方略について 

・患者の急変の予兆や高リスク状態（術

後、内視鏡下止血後、等）の患者リスト

を引継ぐ仕組み 

・病院全体の「引継ぎ」や引継ぎの記録

に関するルール・取り決め事項の院内整

備 

７）その

他             ・日中に

ＮＥＷＳが高くて伝達されていても、記

録されていないため次の勤務帯には引き

継がれない 

 

３．Ｃ医療機関 

公立大学病院、病床数 500～1000 床 

１）病院全体の医師の働き方改革の体制 

・Ｃ-１水準 

２）脳神経外科の日当直体制 

・働き方改革前との変化はなかった。 

・日当直 

・医師２名体制 

・主治医・担当医制 

・病床：脳神経外科病棟とＳＣＵを管理 

３）脳神経外科の勤務交代時の医師間や

医師と看護師等他職種との引継ぎ 

・働き方改革前と変化なし 

・脳外科医師から脳外科医師または他診

療科医師への引継ぎ実施 

４）脳神経外科の働き方改革により引継

ぎに関して変化したこと、工夫したこ

と、困っていること等 

・特に無い 

５）病院全体の引継ぎにおける情報伝達

エラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

・引継ぎに関連したインシデント・アク

シデントについては、インシデントレポ

ート全件から医療安全管理部門で「引継

ぎ」・「申し送り」に関するレポートを分

類・抽出している 
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・直近データでは「引継ぎ」の用語で検

索されるインシデントは０件、「申し送

り」に関する医師のインシデントは０件

だった（看護師がレポートしている）。 

・これまでの「引継ぎ」・「申し送り」に

関するインシデント・アクシデントは下

記に分類されている 

（申し送りが構造化されていないため十

分な情報がなく次のシフトでエラー発

生、前の勤務者が間違った情報を申し送

ったため医師が指示を間違ったエラー、

正しく申し送りされていたので間違いが

発見できたインシデント） 

６）望ましい引継ぎ体制の立案、実施の

ための方略について 

・特に無い 

 

４．Ｄ医療機関 

一般病院（公益財団法人）、病床数

1000床以上、国際的医療機能評価機関

（JCI）の認定（JCI 認証）を 2016年か

ら取得している。 

１）病院全体の医師の働き方改革の体制 

・Ａ水準 

２）脳神経外科の日当直体制 

働き方改革前は当直体制だったが日勤・

夜勤の２交替制となった 

・日勤と夜勤の２交替制 

・日勤６～７名（うち 1名は病棟担当

医）、夜勤２名 

・病床：脳神経外科病棟とＳＣＵを管理 

３）脳神経外科の勤務交代時の医師間や

医師と看護師等他職種との引継ぎ 

院内規定「引継ぎに関する規定」（下記、

一部抜粋、改変）に則り（JCI認定要

件）、引継ぎが実践されていた。 

１．引継ぎは SBARを用いて行い、口頭

のみの引継ぎは避ける（SBAR は米国連邦

政府が開発したエビデンスに基づいたチ

ームトレーニングであるチーム STEPPSに

おいて提案されるコミュニケーション・

ツールの 1つである）。＜表＞に定める重

要な引継ぎ場面では、引継ぐ内容や方法

は「引継文書」に基づいて行う。 

＜表＞の例 

・引継場面：外来からの入院 

引継者：医師 → 引継文書：診察記録 

引継者：看護師→ 引継文書：連絡事項

テンプレート 

引継者：療養士→ 引継文書：リハビリ

記録  

・引継場面：集中治療部門から一般病棟  

引継者：医師 → 引継文書：集中治療

室退室時記録テンプレート 

引継者：看護師→ 引継文書：集中治療

室退室時記録テンプレート  

２．引継ぎを行った当事者は、それぞ

れ、その内容をカルテ等に記載する 

３．引継ぎに関連する患者安全事象のデ

ータについて、患者安全管理部門にて確

認および分析を行い、定めた会議におい

て報告する 

・医師から看護師への引継ぎ（直接口頭

での引継ぎ）は無く、医師の診療記録を

読み、患者情報を得ている 

・医師から看護師や他職種間への指示や

依頼は「コミュニケーションボード」と

いう電子カルテ内ツールを使用する 

４）脳神経外科の働き方改革により引継

ぎに関して変化したこと、工夫したこ

と、困っていること等 

・働き方改革による変化は特にない 

・体制の変化により基本的に当直がファ

ーストコールとなり、勤務時間外の医師

への連絡が減少した 

・工夫としては、働き方改革の前から記

録に残すことをしていた 

・困っていること（困難） 

長期休日（年末年始、連休）の緊急入院

後の患者の引継ぎについて、受け入れ医

師→当直医師→日直医師→当直医師→休

日明けに主治医への引継ぎとなるが、治

療方針、注意事項などの一貫した引継ぎ

が困難、難しい 
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上記に関連した引継ぎ不足が原因となっ

たインシデント事例が発生した 

・看護師側 

２交替制になり、当直医に対応を依頼し

ても「主治医に聞いてみないと」と言わ

れることがある。主治医と当直医のどち

らに相談したら良いか迷うことがある 

５）病院全体の引継ぎにおける情報伝達

エラー等の有害事象の収集や分析、改善

策について 

・JCI認定病院として、引継ぎに関連し

たインシデント・アクシデントに関する

下記の取り組みを実施 

インシデントレポートの入力項目に「患

者誤認・引継ぎの報告ですか？」という

必須項目があり、３項目（下記）を選

択・入力する仕組みになっている 

□患者誤認 □引継ぎ □それ以外 

・医療安全管理部門が入力する「医療安

全 事象分類」という項目が設定され、

その入力項目に「引継ぎ」がある 

・引継ぎに関連したインシデントレポー

トデータの会議等での報告・検討 

・医療安全管理部門がレポートデータを

精査して、毎月の「JCI国際患者安全目

標２：引継ぎワーキング」および「医療

安全委員会」へ報告・検討している 

・ある１ヶ月のレポート件数は１４件

（患者影響レベル０：２件、レベル１：

６件、レベル２：６件） 

・引継ぎに関連したエラー発生件数をモ

ニタリングしていて過去３年の件数は、

２０２１年度：１２５件、２０２２年

度：９９件、２０２３年度：１５４件、

２０２４年度４～１２月：２１２件と増

加傾向である 

・医療安全管理部門にとっても、どの事

例を「引継ぎに関連した事例」とするの

かが難しく、医療安全管理部門の関わり

は重要である 

６）望ましい引継ぎ体制の立案、実施の

ための方略について 

・JCI認定病院として下記の取り組みを

実施している 

引継ぎに関する院内規定の整備。引継ぎ

の実際に関するモニタリングとしてテン

プレート使用率のモニタリングを実施。 

引継ぎ関連インシデント・アクシデント

事例の集計・分析から対策立案を行いＰ

ＤＣＡサイクルをまわす取り組み。 

引継ぎの場面に関わらず、ふだんからチ

ームとしての協働を推進する基盤となる

エビデンスに基づいたチーム・トレーニ

ング（チーム STEPPS）を医師を含む全職

員に対して実施している。 

 

Ｄ．考察 

１．医師の働き方改革における病院全体

および脳神経外科の体制 

医師の働き方改革における時間外・休日

労働時間の上限水準は、調査対象の４医療

機関のうち３施設がＡ水準、１施設がＣ-

１水準であった。 

脳神経外科の診療体制は、２施設が働き

方改革前と変化なく日当直体制を継続し

ていた。働き方改革により体制変更となっ

た２施設は、働き方改革前は宿日直体制だ

ったが宿日直許可を取得できなかったた

め日当直体制（人員数の変更無し）となっ

た施設、働き方改革前は日当直体制だった

が日勤・夜勤の２交替制に変更した施設で

あった。 

脳神経外科の特徴として、救急入院およ

び患者状態変化への対応のため 24時間体

制の医療提供体制が求められ、日当直体制

または 2交替制となっており、主治医・担

当医が不在となる時間が生じる。そのため、

調査において、主治医が当直後に不在とな

り連絡が取れない場合に困る、当直医と主

治医のどちらに連絡したらいいか迷うこ

とがある、との回答もあり、医師間等にお

ける患者情報の引継ぎの重要性が高まっ

ていると考えられた。 

 

２．脳神経外科の医師の働き方改革にお
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ける医師による引継ぎの現状 

１）脳神経外科の医師間の引継ぎ 

 全ての４医療機関において、脳神経外科

の医師間の引継ぎに関する働き方改革前

との変化は無かった。２医療機関では引継

ぎの方法は口頭または電子カルテ記録で

行っており、引継ぎ内容は、緊急入院患者

と気になる患者についてであった。１医療

機関では、患者回診方式による口頭での引

継ぎと、その記録を共有していた。１医療

機関（JCI認定病院）では、院内規定「引

継ぎに関する規定」が存在し、規定に則っ

た引継ぎが行われていた。詳しくは後述す

る。 

 ２医療機関において引継ぎおよび情報

共有のためのツールとして、電子カルテツ

ール「コミュニケーションボード」、Google 

Chatを活用していた。 

引継ぎの記録や Google Chat を使用し

た情報共有の仕組みが以前より構築され

ている医療機関においては、働き方改革に

よって時間帯によっては主治医や担当医

が不在となったことへの影響は少ないと

考えられた。 

２）医師・看護師間の引継ぎ 

医師から看護師への引継ぎについて、口

頭での引継ぎがある医療機関はなかった。

看護師は、医師の診療記録から情報共有を

行っていた。重要な患者情報の医師・看護

師間の共有において、医師の記録が重要な

役割を果たしていることが明確になった。

しかし、医師の記録が無い現状もあり、医

療機関における医師の記録に関するルー

ルを決めて改善する必要が高まっている。 

３）引継ぎにおけるルールや手順書の整備 

病院全体の「引継ぎ」および引継ぎ内容

の記録等に関するルールや手順書等があ

ると回答したのは１施設であり、無いと回

答した医療機関は２施設、不明が１施設で

あった。 

「引継ぎ」に関する手順書を整備してい

たのはＪＣＩ認定病院であり、認定要件と

して求められていて「引継ぎに関する規定」

を作成して実践に取り組んでいた。規定に

は次のように定められている（一部抜粋、

改変）。 

（１）引継ぎは SBAR を用いて行い、口

頭のみの引継ぎは避け、別表に定める重要

な引継ぎ場面では、引継ぐ内容や方法は

「引継文書」（記録フォーム）に基づいて

行う。（２）引継ぎを行った当事者は、そ

れぞれ、その内容をカルテ等に記載する。

（３）引継ぎに関連する患者安全事象のデ

ータについて、患者安全管理部門にて確認

および分析を行い、定めた会議において報

告する。 

この規定により、引継ぎを要する重要な

場面や引継ぎ内容、引継ぎの方法（口頭、

カルテ記録、等）についての手順が明確に

定められていて、「引継ぎ」という行為が

可視化・言語化され、医療者間での共有が

可能であった。また、引継ぎに関連した患

者安全事象のデータの収集・分析、会議で

の報告についても定められていた。 

医療機関において、こうした引継ぎに関

する手順書が作成され実践されることが、

患者安全に大きく貢献すると考えられた。 

４）引継ぎに関連したインシデント等の事

例および事例収集体制 

２医療機関では、病院全体の引継ぎに関

するインシデント・アクシデント・エラー

の情報収集は行われていなかった。１医療

機関では、医療安全管理部門がインシデン

トレポート全件から「引継ぎ」・「申し送り」

に関するレポートを分類・抽出していたが、

報告事例は少なかった。報告されたインシ

デントの分類は、（１）申し送りが構造化

されていないため十分な情報がなく次の

シフトでエラー発生、（２）前の勤務者が

間違った情報を申し送ったため医師が指

示を間違ったエラー、（３）正しく申し送

りされていたので間違いが発見できたイ

ンシデント、であった。 

１医療機関は JCI認定病院であり、認定

要件に「引継ぎの結果生じた有害事象から

得たデータを追跡および利用し、引継ぎを
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改善する方法の特定と実施に役立ててい

る」とあり、次の取り組みを実施して成果

をあげていた。 

インシデントレポートの入力項目に必

須項目として引継ぎの項目を作成して報

告を収集していた。また、報告・入力者と

は別に、医療安全管理部門がレポート事例

から引継ぎ関連のレポートを選定して「引

継ぎ」と入力する項目が作成されていた。

その効果により、直近１ヶ月のレポート件

数は 14件、2023年度は 154 件、2024年度

第 3 四半期までに 212 件の引継ぎ関連イ

ンシデントが報告されていた。それらのイ

ンシデントレポートデータが会議で報告・

検討されていた。医療安全管理部門にとっ

ても、どの事例を「引継ぎに関連した事例」

とするのかが難しいとのことであり、医療

安全管理部門の関わりは重要である。 

ＪＣＩ認定病院で工夫している引継ぎ

関連インシデント収集の仕掛けや仕組み

作りが、当該レポートの活用の推進に欠か

せないことが明らかになった。 

 

３．望ましい引継ぎの仕組みに関する医

療安全的観点からの検討 

１）引継ぎにおけるルールや手順書の整備 

医療機関において引継ぎに関するルー

ルや手順書が整備されることが、安全で質

の高い引継ぎの実施に不可欠であり優先

度が高いと考えられた。ＪＣＩ認定病院の

取り組み例からも実証されている。 

２）引継ぎおよび情報共有のためのツール

（システム）活用 

主治医・担当医が不在となる時間帯の患

者情報の多職種との共有において、医師の

記録が重要な役割を果たしていた。そのた

め、医師の記録がない場合には患者の情報

共有が不十分になり得る。ＪＣＩ認定病院

においては、引継ぎ場面に応じて使用する

ツールとなる記録フォームの種類を定め

る工夫もされていた。そして、ツールを効

果的に活用するために、医師を含む全職員

に対して、定期的にチーム・トレーニング

を実施していることが、引継ぎを含めたチ

ームとして協働の基盤となっている。 

 また、電子カルテ以外の情報共有ツール

が医師間で活用されており、主治医・担当

医が不在となる時間帯の患者情報の共有

に有益であった。 

３）引継ぎ関連のヒヤリハットおよびイン

シデント等の事例収集・検討体制整備 

今回の調査から、引継ぎに関連したヒヤ

リハットおよびインシデント等の事例収

集・検討体制が整備され、機能している医

療機関は、４医療機関のうちＪＣＩ認定病

院である１医療機関のみであった。 

働き方改革により主治医・担当医が不在

となる時間帯の患者情報の共有の質が、患

者安全に影響を与える可能性があり、引継

ぎに関連した有害事象を病院として把握

して改善するために、インシデント収集を

推進する必要性が高まっている。 

 

Ｅ．結論 

４医療機関が調査に参加した。医師の働

き方改革における時間外・休日労働時間の

上限水準は、３施設がＡ水準、１施設がＣ

-１水準であった。 

脳神経外科の診療体制は、２施設が働き

方改革前と変化なく日当直体制を継続し、

働き方改革により体制変更となった２施

設は、宿日直許可を取得できなかったため

日当直体制となった施設、日当直体制から

日勤・夜勤の２交替制に変更した施設であ

った。脳神経外科の特徴として 24時間体

制の医療提供体制が求められ、日当直また

は 2交替制のため主治医・担当医が不在と

なる時間が生じており、医師間等における

患者情報の引継ぎの重要性が高まってい

た。 

脳神経外科の医師間の引継ぎ方法につ

いては、４医療機関において働き方改革前

との変化は無かった。好事例として、１施

設では患者回診方式による口頭での引継

ぎが行われ、その引継ぎの記録を共有して

いた。１施設（JCI認定病院）では、院内
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規定「引継ぎに関する規定」が存在し、規

定に則った引継ぎと記録が行われていた。

また、この 2施設では電子カルテ内「コミ

ュニケーションボード」（多職種間）、

Google Chat（医師間）が活用されており、

主治医・担当医が不在となる時間帯等の患

者情報の共有に有益であった。医師から看

護師への口頭での引継ぎがある施設はな

く、看護師は医師の診療記録から情報共有

を行っていて、医師の記録が重要な役割を

果たしていた。この２施設のように引継ぎ

の仕組みが以前より構築されている医療

機関では、時間帯によっては主治医や担当

医が不在となることへの影響は少ないと

考えられた。 

病院全体の「引継ぎ」および引継ぎ内容

の記録等に関するルールや手順書等があ

ると回答したのは１施設、JCI認定病院の

みであり、JCI認定要件である手順書を作

成して実践に取り組んでいた。医療機関に

おいて引継ぎに関するルールや手順書が

整備されることによって引継ぎが可視化

され、その仕組みが効果的に実践されるた

めのチーム・トレーニングも実施されるこ

とで、安全で質の高い引継ぎの実施に繋が

ると考えられた。 

引継ぎに関連したヒヤリハットおよび

インシデント等の事例収集・検討体制が整

備されて機能している医療機関は、４医療

機関のうち１施設、JCI認定病院のみであ

った。この施設では年間 150 件を超える引

継ぎ関連のインシデント等の事例が報告・

検討され、改善に活用されていた。働き方

改革により主治医・担当医が不在となる場

合の患者情報の共有の質が患者安全に影

響を与える可能性があり、引継ぎに関連し

た有害事象を病院として把握して継続的

に改善するために、インシデント収集を推

進することが重要である。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

なし 

 

Ｇ． 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他  

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間 

引継ぎ体制の整備に資する研究 
 

分担研究報告書 

医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための 

医師の勤務時間帯間引継ぎ体制の整備に資する研究 

  
研究分担者 水野 篤 学校法人聖路加国際大学・聖路加国際病院 

循環器内科・副医長 

  

      

Ａ．研究目的 

 

2024 年より本格実施された医師の働き方改

革により、時間外労働の制限が強化され、

夜間・休日の診療体制は主治医の継続的対

応から、交替勤務による医師間の引継ぎへ

と急速にシフトしている。この変化は、情

報伝達エラーを引き起こしやすい患者安全

上のリスクを内包しており、海外では引継

ぎ教育プログラムの導入により有害事象が

抑制された事例も報告されている。一方

で、日本における医師の引継ぎ実態やその

質についての包括的な調査は乏しい。 

本研究は、特に 24 時間の対応が必要とさ

れる循環器領域働き方改革後の医師の引継

ぎの現状を明らかにし、医師間・他職種間

における情報共有の課題を抽出すること 

 

 

 

で、今後の医療安全体制の質的向上を検討

することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

日本心臓病学会正会員（医師）を対象に、

Web アンケート調査を実施した。調査期間

は 2024 年 7 月 17 日から 8月 5 日までで、

対象は登録メールアドレスを有する 5,093

名のうち、回答数は 625 件（回答率

12.3%）であった。調査項目には、勤務時

間の変化、引継ぎの実施状況、情報共有の

満足度、ICT ツールの活用状況などを含め

た。 

研究要旨 

（背景・目的）2024 年からの医師の働き方改革により、夜間・休日の診療体制が交替制に移行

し、医師間の引継ぎの重要性が増している。一方で、引継ぎは情報伝達エラーの温床ともなり得

る。本研究では、循環器領域を中心に、医師の引継ぎに関する実態と課題を把握し、今後の医療

安全体制整備に資する知見を得ることを目的とした。 

（方法）日本心臓病学会正会員（医師）を対象に Web アンケート調査を実施し、5,093 名中 625

名（12.3％）から回答を得た。調査項目には勤務時間の変化、引継ぎの状況、情報共有の満足度、

ICT ツールの使用状況などを含めた。研究は倫理審査の承認を得て実施された。 

（結果）医師間の引継ぎは広く実施されていたが、約 20％が情報不足を経験していた。引継ぎの

重要性については現場での認識に差があり、I-PASS などの標準化ツールの使用は限定的だった。 

（考察・結論）引継ぎ体制は医療現場の工夫に依存しており、質のばらつきが存在する。今後は、

標準化された引継ぎ手法や教育ツールの導入を通じて、情報共有の質と患者安全の向上を図る必

要がある。 
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また追加で 2025 年 3 月 3日から 4 日まで

アンケート調査会社による循環器病患者パ

ネルによる引継ぎ調査を実施した。特に引

継ぎに関しては医療者間の情報引継ぎ（医

師が交代する、他院に紹介されるなど）に

自ら参加するかどうかについて 4 段階（強

くそう思う～全くそう思わない）にて評価

を行った。 

（倫理面への配慮） 

調査は匿名で実施され、個人情報の特定が

不可能な形式で回答を収集した。研究計画

は聖路加国際病院の倫理審査を経て承認さ

れており（整理番号 24-R061）、研究目

的、方法、個人情報保護方針は調査冒頭で

明示した上で、回答者の自由意思による同

意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

医師間の引継ぎは多くの施設で日常的に実

施されており、そのうち約 20%の医師が情

報の不足を実感していた。一方で、引継ぎ

の重要度については他の課題と比べて優先

順位が低いと感じている医師も多く、現場

の認識には差が見られた。また、引継ぎ支

援ツール（I-PASS 等）の使用は限定的であ

り、導入や定着には至っていないケースが

大半であった。 

また循環器病患者パネルからの結果では医

療者間の情報引継ぎ（医師が交代する、他

院に紹介されるなど）に⾃ら参加するとい

う患者は 341(67.9%)であった。 

 

Ｄ．考察 

本調査により、働き方改革による医師の勤

務時間短縮は一定の進捗を見せている一方

で、引継ぎの体制整備は現場の工夫に依存

していることが明らかとなった。医師間の

みならず多職種との情報共有が求められる

中で、標準化された引継ぎモデルや教育プ

ログラムの導入が重要となる。特に、I-

PASS などの既存の国際的ツールの導入可能

性や、日本の医療現場に適応したカスタマ

イズの検討が今後の課題である。 

また循環器病患者の引継ぎへの参加率は比

較的高いと考えられたが、実際にどのよう

な安全面での利点があったかなどについて

さらなる検討が必要である。 

Ｅ．結論 

 

医師の働き方改革に伴い、勤務時間帯間の

引継ぎは今後ますます重要性を増す。医療

安全の観点からは、医師間および多職種間

の引継ぎの質を高めるための体制整備と教

育ツールの普及が不可欠である。本研究の

知見は、質の高い医療提供の継続と、患者

自身が参加する安全の確保に向けた政策提

言の基礎資料となることが期待される。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

水野篤 働き方改革後の医師の申し送りに

関する実態調査 -日本心臓病学会会員を対

象としたアンケート分析：医療安全と患者

安全の視点から- 第 11回日本医療安全学会

学術総会 

 

Ｇ． 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他  

 なし 
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Handoff

 

1.  

66%
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33%

hospitalist

 

22.  

92%

82%

Slack Teams

COVID-19

8%

 

3. 

 

I-PASS

33% 8/24

12/24

 

4.  

42% TXP-Medical

FileMaker (Next-

Stage ER I-PASS

: https://txpmedical.jp/service/next-

stage-er/ ) (8%)  AI Born AI

(Katanashi

I-PASS

https://service.katanashi.jp/ ) 4%

AI

AI FileMaker
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研究成果の刊行に関する一覧表レイアウト（参考） 

書籍 

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

該当なし 
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令和７年３月３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  曽根 智史         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                         

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間引継ぎ   
 体制の整備に資する研究                              

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療・福祉サービス研究部・上席主任研究官                           

    （氏名・フリガナ） 種田 憲一郎・タネダ ケンイチロウ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



【25公大医研第56号】 
令和 7年 4月 15日 

厚生労働大臣  殿                                        
                              機関名  公立大学法人大阪 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  福島 伸一        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   地域医療基盤開発推進研究事業                       

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための 医師の勤務時間帯間引継

ぎ体制の整備に資する研究        

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学研究科 医療の質・安全管理学・准教授     

    （氏名・フリガナ）  山口悦子（中上悦子）・ヤマグチエツコ     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪公立大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年５月１２日 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                    
         
                              機関名 聖路加国際大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 堀内 成子           
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間引継ぎ

体制の整備に資する研究                              

３．研究者名  （所属部署・職名） 聖路加国際病院 循環器内科・医幹                

    （氏名・フリガナ） 水野 篤・ミズノ アツシ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 聖路加国際大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年４月１８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                          
                  機関名   横浜市立大学 
 
                      所属研究機関長 職 名   学長 
                                                                                       
                              氏 名   石川 義弘         

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための 

医師の勤務時間帯間引継ぎ体制の整備に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  附属病院 医療の質・安全管理部 ・ 准教授                                

    （氏名・フリガナ）  菊地 龍明 ・ キクチ タツアキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年４月１７日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                          
                  機関名   横浜市立大学 
 
                      所属研究機関長 職 名   学長 
                                                                                       
                              氏 名   石川 義弘         

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための 

医師の勤務時間帯間引継ぎ体制の整備に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部医療情報学 ・ 講師                                

    （氏名・フリガナ）  西井 鉄平 ・ ニシイ テッペイ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和7年 4月 11日 

厚生労働大臣                                         
  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 公益社団法人地域医療振興協会  

                              （地域医療研究所）        
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名  吉新 通康         
 

   次の職員の(元号) 令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための医師の勤務時間帯間引継

ぎ体制の整備に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）地域医療研究所・研究員                                  

    （氏名・フリガナ）小坂 鎮太郎・コサカ シンタロウ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和 ７年 ４月 １８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                          
                  機関名 公益財団法人田附興風会 
 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 稲垣 暢也          

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名  医療安全的観点からの、医師の働き方改革に対応するための 

医師の勤務時間帯間引継ぎ体制の整備に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学研究所北野病院 保健・健康研究部 ・ 部長                                  

    （氏名・フリガナ）寺井 美峰子 ・ テライ ミネコ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




